
ＣＭ方式の活用事例（足柄上合同庁舎本館新築事業）

事業概要

耐震機能が不⾜している県合同庁舎の耐震
事業名 ⾜柄上合同庁舎本館新築事業事業主体：神奈川県

耐震機能が不⾜している県合同庁舎の耐震
機能の確保と防災拠点機能の強化を⽬的に、
県の「緊急財政対策」の⼀環としてモデル
的に設計施⼯⼀括発注⽅式で実施している
庁舎建替事業

事業区分 庁舎建築事業
事業規模（事業費） 契約⾦額 約31.4億円（設計及び⼯事費：税込み）

発注⽅式 設計施⼯⼀括⽅式

事業規模
（⾯積等）

延べ床⾯積 8,881㎡ 地上5階
RC造

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
【設計施⼯ 括発注⽅式での要求⽔準の作成】 が⽀援 求⽔準書を作成 た上 総合

◎設計施⼯⼀括発注⽅式で事業を進める際の設計監理と適切なコスト評価

発注者【設計施⼯⼀括発注⽅式での要求⽔準の作成】
営繕部⾨として初めての設計施⼯⼀括発注⽅式
での発注であり、適正な要求⽔準書を作成し、
設計施⼯者を決定するノウハウが必要

設計施⼯者からのVE提案などを受け、予定⾦額を
下回る⼯事費での契約が実現

CMRが⽀援して要求⽔準書を作成した上で、総合
評価⽅式の⼀般競争⼊札を実施したところ「⼊札
不調」を回避し、⼯期に遅れをきたすことなく設
計施⼯者が決定

【設計施⼯⼀括発注時の適正コスト評価】

発注者
各種協議、
報告

基本設計監修
実施設計監修
建設監修

CMR

設計・施⼯者

【施⼯者特有の技術活⽤とVEによる⼯期短縮】
設計施⼯者が持つ独⾃技術を最⼤限活⽤して、

CMRが施⼯者から⼯期短縮に向けたVE提案を要
請・評価する仕組みを導⼊し、提案の現実性を評

下回る⼯事費での契約が実現
設計、施⼯に向けての更なるコスト縮減について
は現在検討中

設計施⼯⼀括⽅式の発注時に設計施⼯者からの
提案コストの妥当性やVE提案内容の適切な評価
が必要
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 業務実施体制への取組
• 発注者として経験のない設計施⼯⼀括発注⽅式による
設計施⼯者選定のための要求⽔準書をCMRが作成、施
⼯者選定⽀援を実施

⼯期短縮効果を図る必要

【設計施⼯⼀括発注⽅式の評価】
般的な 設計施⼯ 括発注⽅式の特徴 メ

価した結果、約３ヵ⽉の⼯期短縮が⾒込まれる
最終的な⼯期短縮の実現および施⼯段階における
更なる⼯期短縮に向けて現在検討中

本事業を通じた「設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤に
よるコストの削減効果」をCMRが詳細にとりまと

：契約関係 ：情報の流れ
：H28.11以降実施予定部分

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

⼯者選定⽀援を実施。
• 設計施⼯段階での⼯事終了までの⼯事監理業務では、
CMRの定例会議への出席に加えて、現地確認も実施予
定。

⼀般的な、設計施⼯⼀括発注⽅式の特徴、メ
リット・デメリットを把握し、今後の他事業で
の採⽤の是⾮を検討するための判断材料の作成

よるコストの削減効果」をCMRが詳細にとりまと
めることで、具体事例として県内部で新たな発注
⽅式として情報が共有化

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

• 発注者として経験のない設計施⼯⼀括発注⽅式の発注をするための要求⽔準書などの作
成、専⾨的な知識、経験を持つCMRの活⽤は効果的。

・契約期間：第1段階 平成26年11⽉から平成27年3⽉
第2段階 平成27年6⽉から平成30年3⽉(⼯事完了まで)

・発注⽅式：⼀般競争⼊札
・CMR：㈱ 三菱地所設計
・契約⾦額：65,397千円



【詳細】事業概要
神奈川県は「緊急財政対策」において、公共⼯事の発注⽅法も⾒直すこととし、その⼀環として「コスト縮

減」と「スピ ドアップ（⼯期短縮）」を図ることを⽬的に 施⼯者の独⾃技術が最⼤限活⽤することが期待減」と「スピードアップ（⼯期短縮）」を図ることを⽬的に、施⼯者の独⾃技術が最⼤限活⽤することが期待
される設計施⼯⼀括発注⽅式を試⾏することとした。本事業は地域の防災拠点として耐震上問題がある⾜柄上
合同庁舎本館を建て替える事業であり、設計施⼯⼀括発注⽅式のモデル事業としての役割を担う事業である。

緊急財政対策の中での本事業の位置づけ

神奈川県緊急財政対策（平成23年度から平成25年度）

県では、「当面の財源不足対策」と「中長期的展望の下に今後の政策課
題に着実に対応できる行財政基盤を確立すること」を目的として、平成24

緊急財政対策の中での本事業の位置づけ

年１月に「神奈川県緊急財政対策本部」を立ち上げ、外部の有識者によ
る意見をいただきながら全庁を挙げて取組みを推進してきました。
その結果、２年間で1,495億円の財源を確保することができたことから、
緊急財政対策本部は25年度末で解散しましたが、緊急財政対策で掲げ

た「県有施設」や「県単独補助金」見直しのロードマップの実現などの中
長期的課題は「行政改革推進本部」に引き継ぎ、引き続き不断の行財政
改革の中で着実な取組みを進めていきます。 完成予想図

工事概要（予定）
敷地面積：34,733㎡
延床面積： 8,881㎡
構造 ：５階建 RC造
工事費：約3,140,000千円（設計・監理及び工事費：税込み）
工期 ：30ヵ月

出典）⾜柄上合同庁舎本館新築⼯事 発注⽀援・監修業務委託仕様書
出典）神奈川県ホームページ 財政健全化に向けた取組み、

緊急財政対策の取組結果 平成26年2⽉7⽇ 神奈川県緊急財政対策本部



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• 設計施⼯⼀括発注⽅式における発注者要求
品質の実現

• 設計施⼯段階での品質チェック

• 設計施⼯⼀括発注⽅式における発注者要求
品質の実現

• 設計施⼯段階での品質チェック

• 発注仕様の要求⽔準書の作成と、応募者からの技
術提案内容のチェック

• 発注仕様の要求⽔準書の作成と、応募者からの技
術提案内容のチェック

• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施
⼯者を選定、基本設計が終了。

• 現段階（2016年2⽉）では品質が守られ
ている（発注者の認識）

• CMRが作成した要求⽔準書を基に設計施
⼯者を選定、基本設計が終了。

• 現段階（2016年2⽉）では品質が守られ
ている（発注者の認識）

 品質

スト
• 設計施⼯⼀括発注⽅式のメリットを⽣かし
たコストの削減

• 設計施⼯⼀括発注⽅式のメリットを⽣かし
たコストの削減

• 県が作成する公共積算結果と特殊⼯事の積算⽅法
の代替案の提⽰

• 県が作成する公共積算結果と特殊⼯事の積算⽅法
の代替案の提⽰

• 選定された設計施⼯者との契約⾦額は予
定額を下回っており、基本設計段階から
のコスト削減が実現

• 選定された設計施⼯者との契約⾦額は予
定額を下回っており、基本設計段階から
のコスト削減が実現

 コスト

• 設計施⼯者の⼊札が「不調」にならず、
契約⼿続きの遅れによる⼯期延⻑は回避

• 選定された設計施⼯者の提案により、竣
⼯時期がH30年3⽉末からH29年12⽉末に
約３ヵ⽉短縮

• 設計施⼯者の⼊札が「不調」にならず、
契約⼿続きの遅れによる⼯期延⻑は回避

• 選定された設計施⼯者の提案により、竣
⼯時期がH30年3⽉末からH29年12⽉末に
約３ヵ⽉短縮

 スケジュール
• 設計施⼯⼀括発注⽅式で設計施⼯者を選定
する際、⼊札不調等で⼯期が⼤幅に遅延す
ることを防⽌

• 設計施⼯⼀括発注⽅式における設計施⼯者
特有 技術 採⽤ よ 期 短縮

• 要求⽔準書など設計施⼯者選定のための各種資料
作成、選定⽅法の提案

• 設計施⼯者による⼯期短縮の提案の技術的評価
• 設計から⼯事段階における⼯程管理

• 設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤により想定されるコ
スト削減効果の検討を依頼

• 設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤により想定されるコ
スト削減効果の検討を依頼

 その他
• CMRから設計施⼯⼀括発注⽅式と分割⽅
式の対⽐結果を受領

• CMRから設計施⼯⼀括発注⽅式と分割⽅
式の対⽐結果を受領

特有の技術の採⽤による⼯期の短縮

• 設計施⼯⼀括発注⽅式のコスト削減効果の計
量化

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉

検討段階１．検討段階
• 県の財政が厳しい中、「緊急財政対策」として県の全ての業務を⾒直す中で、公共⼯事においても「コスト縮減」と「⼯期短縮」が求められ、⼀つの公共⼯事を例とし
て設計施⼯⼀括発注⽅式の試⾏を決定。

• これまでの営繕⼯事では１回も実施したことのない設計施⼯⼀括発注⽅式なので、経験のあるCMRに技術的な⽀援を委託することを決定。

CM⽅式活⽤ステージ
２．選定審査段階
• CMRの選定は、参加資格を「ある程度の⼤規模公共⼯事でのCM業務の経験を持つ業者」に絞り、⼀般競争⼊札 CM⽅式活⽤ステージ

事業計
画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

で価格のみを評価。第1期契約については応募があった３社からCMRを選定。
• 第2期も⼊札予定であったが、他に応募者がいなかったため継続の随意契約。
３．積算及び契約段階
• 契約⾦額は、選定⽅法が⼊札であったことから、CMRからの提案された⾦額をベースに協議をして決定。
• CM契約は、平成26年度の要求⽔準書作成を含む「調査業務」と翌平成27年度から平成29年度の⼯事 終了まで
継続する「発注⽀援・監修業務」の２つに分離。

・契約期間：第1段階 平成26年11⽉から平成27年3⽉
第2段階 平成27年6⽉から平成30年3⽉(⼯事完了まで)



補⾜：本事例におけるCMRの業務内容

調査業務契約でのCMRの業務内容 発注⽀援 監修業務契約でのCMRの業務内容(2/2)調査業務契約でのCMRの業務内容

ア 設計要件の整理及びプランニングの検討
イ 事業費⽤の算出業務
ウ 要求⽔準書作成

設計施⼯⼀括発注⽅式のための要求⽔準書の作成
事業実施 係 ク 洗 出 ク分担表 作成

発注⽀援・監修業務契約でのCMRの業務内容(2/2)

実施設計監修業務
ア 実施設計スケジュールの確認
イ 実施設計⽅針の確定⽀援
ウ 実施設計内容における要求⽔準等との整合性検証

事業実施に係るリスクの洗い出しと、リスク分担表の作成
エ 総合評価における評価基準等の作成
オ 契約書（案）の作成
カ CASBEE評価内容の検討
キ 概略⼯事⼯程表の作成
ク 設計施⼯⼀括発注業務で想定される削減効果の検討

ウ 実施 計 け 準等 性検
エ 実施設計内容における基本設計の反映確認
オ 実施設計図書の検収⽀援
カ 技術提案の評価・採否の決定⽀援
キ 要求⽔準等変更項⽬の確認
ク 実施設計における⼯事費変動状況の確認と調整
ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認ク 設計施⼯ 括発注業務で想定される削減効果の検討

出典）調査業務委託特記仕様書 神奈川県 から抜粋

ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認
コ ⼯事費内訳書の確認
サ 建設スケジュールの確認

建設監修業務
ア 建設スケジュール・進捗の確認

発注⽀援・監修業務契約でのCMRの業務内容(1/2)

発注⽀援業務
ア 要求⽔準等のチェック⽅法の提案
イ 総合評価の技術提案書における要求⽔準等との整合性確認

イ 施⼯⽅針・施⼯計画書の確認
ウ ⼯事監理⽅針の確認
エ ⼯事内容における要求⽔準等との整合性検証
オ 材料の検査⽀援
カ ⼯事施⼯の⽴合
キ ⼯事品質の確認

ウ その他の総合評価における技術提案の評価⽀援
エ 契約締結に係る⽀援

基本設計監修業務
ア 基本設計スケジュールの確認
イ 基本設計⽅針の確定⽀援

キ ⼯事品質の確認
ク 検査⽀援（部分払出来⾼、検査及び完了検査）
ケ 要求⽔準等変更項⽬の確認
コ ⼯事における⼯事費変動状況の確認と調整

出典）発注⽀援 監修業務委託仕様書 神奈川県 から抜粋イ 基本設計⽅針の確定⽀援
ウ 基本設計内容における要求⽔準等との整合性検証
エ 基本設計内容における調査設計の反映確認
オ 基本設計図書の検収⽀援
カ 技術提案の評価・採否の決定⽀援
キ 要求⽔準等変更項⽬の確認
ク 基本設計における⼯事費変動状況の確認と調整

出典）発注⽀援・監修業務委託仕様書 神奈川県 から抜粋

ク 基本設計における⼯事費変動状況の確認と調整
ケ 許認可申請・届出に係る⼿続き⽅針の確認



ＣＭ方式の活用事例（長崎県庁舎等整備事業）

事業概要

現庁舎の⽼朽化 狭隘な使⽤空間 県庁機能の
事業名 ⻑崎県庁舎等整備事業
事業区分 庁舎建築事業

事業主体：⻑崎県

現庁舎の⽼朽化、狭隘な使⽤空間、県庁機能の
⽴地の分散等による課題への対応に加え、防災
拠点施設としての耐震性能の確保を⽬的として、
漁港関連施設などの建設と同時期に同⼀敷地内
において実施している県庁舎新築事業

事業区分 庁舎建築事業

事業規模（事業費） 423億円（設計・⼯事費のみで366億円）
（漁港関連施設事業を除く）

発注⽅式 設計施⼯分離⽅式

事業内容
（⾯積等）

⾏政棟：延べ床⾯積 46,565㎡ 地上8階 RC造
議会棟：延べ床⾯積 6,699㎡ 地上5階,塔屋1階 RC造
駐⾞棟：延べ床⾯積 11,639㎡ 地上3階 RC造

㎡ （ ）

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
◎狭隘な敷地内で同時進⾏する複数事業間の円滑な施⼯調整

警察棟：延べ床⾯積 21,734㎡ 地上8階 RC造（⼀部S造）

【複数⼯事間の調整】【複数⼯事間の調整】
三辺が海岸というアクセスに制限がある狭隘な
⻑崎⿂市場跡地において、県庁舎関係の4棟（⾏
政棟、議会棟、駐⾞場棟、警察本部庁舎）と漁
港関連施設の⼯事が同時並⾏で進んでおり、現
場での⼯事が錯綜しないように⼯事間調整が必

各⼯事会社から提出される「週間・⽉間⼯程
表」を集約し、問題点を集約、解決策を「⼯
事ステップ図」としてまとめ、⼯事間調整会
議で共有・合意することで円滑に⼯事が進捗
中

発注者

CMR⼯事間調整会議

⼯事間調整に関する
提案、資料作成各種
協議、報告

会議参加

各種協議、
報告

他事業体

⼯事進捗報告
予定報告

調整、
検査

協議、調整、報告等

要

【完成後の移転も含めた全体⼯事⼯程の調整】
県庁舎の移転は庁舎建設が完了しただけでは⼗
分ではなく、移転中の業務継続、業務開始まで
の円滑な移転も含めた対応が必要

建築⼯事とは別に、移転計画を担当する別の
CMRが「移転に関するチェックリスト」「移
転スケジュール案」等を作成（現在業務実施

他事業体
の施⼯者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

･･･

⾏政棟
施⼯者

品質
確認

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

施⼯者

･･･

設計・監理者

品質確認

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

施⼯者

･･･

設計・監理者

⾏政棟・議会棟 駐⾞場棟 警察本部庁舎

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

議会棟
施⼯者

･･･

設計・監理者
品質
確認品質

確認 品質確認

 業務実施体制への取組

【⼯事間調整ノウハウの蓄積】
本事例のような⼤規模かつ⼯事間調整等が必要
な事業が将来発⽣した場合に 発注者として円

現在事業実施中であり、事業の進捗に合わせ
た⼯事間調整の作業履歴が把握できる記録を
CMRが作成中

の円滑な移転も含めた対応が必要 中）

• CMRは複数の⼤規模⼯事を同時期に調整して実⾏する
ための⼯事間調整⽀援に限定。

• CMRは⽉1回開催される「⼯事間調整会議」において
「ステップ図」により調整が必要なポイントを指摘、
発注者 各施⼯者と共に調整⽅法を検討

：契約関係 ：情報の流れ

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

な事業が将来発⽣した場合に、発注者として円
滑な事業実施ができるように、⼯事間調整等の
ノウハウが必要

⼯事間調整のための定型フォーマットなど必
要な書式をはじめとしたツールをCMRが作成
中

発注者、各施⼯者と共に調整⽅法を検討。
• 調整会議で解決できない課題は、CMRは社内バック
アップ体制も含めて発注者と解決⽅法を検討した上で、
後⽇施⼯者に提⽰。

CM業務契約⽅式
・発注⽅式：総合評価落札⽅式
・CMR：⽇建設計ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
・契約⾦額：35,990千円

CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・期間：平成27年2⽉から平成29年9⽉

• 経験のない複数⼯事が同時進⾏する⼯事間調整など、発注者としての懸念事項に対して
事前に対応する⽀援者としてCMRの活⽤が有効。

• VE提案による全体コストの圧縮を期待する場合は、計画や設計段階でのCM⽅式導⼊が
有効。



【詳細】事業概要

現在の県庁舎、警察本部庁舎は、⽼朽化、狭隘化が進み、またスペース不⾜から多くの賃借スペースを使⽤
物理的 分散化 ど 題があ た 加 県庁舎 災害発⽣時 防災拠点 役割を果して物理的に分散化しているなどの問題があった。加えて県庁舎は災害発⽣時には防災拠点としての役割を果

たす必要があり、耐震性の確保やヘリポートの設置などの機能整備にも課題があった。
本事業は、これらの課題に対応するため、⻑崎駅隣接地に新県庁舎を建設する事業であり、同⼀敷地内に建

設される漁港関連施設関連を含む多数の⼯事が同時進⾏する事業である。

工事区分 工事スケジュール

出典）新県庁舎建設
⼯事の概要

建物概要

⼯事の概要

出典） 新県庁舎整備に係る建設⼯事の発注について 平成27年10⽉

完成イメージ

出典）新⻑崎県庁舎（⾏政・議会・駐⾞場棟)実施設計の概要 ⻑崎県HPより

築 総事

出典）新県庁舎建設⼯事の概要
出典）新県庁舎建設

⼯事の概要

■建築計画概要
・計画地 ：⻑崎県⻑崎市尾上町内
・敷地⾯積：30,182㎡（防災緑地を除く）

■総事業費
・事業費
・財源

：423億円
：423億円

■⼯事の完成時期
・平成29年9⽉（予定）

＜財源の内訳＞
・基⾦
・補助⾦
・地⽅債

：372億円
： 44億円
： 7億円



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

 品質 品質
• 複数の棟の⼯事が限定された敷地内で施⼯
されるため、施⼯性の低下など⼯事期間の
制約による品質低下を排除することが必要

• 施⼯の専⾨家であるCMRの⽀援により、⼯事を
円滑に進めるための調整事項を、⼯事間調整会議
の場で協議

• 現状では円滑な⼯事間調整ができており、
品質低下を誘引するような事象は発⽣せ
ずに⼯事を実施中

• 分割発注した⼯事間の調整不⾜による⼯程
遅延と、それにともなうコスト増加の回避

• ⼯事間での相互融通や共有による無駄なコ
ストの削減

• 分割発注した⼯事間の調整不⾜による⼯程
遅延と、それにともなうコスト増加の回避

• ⼯事間での相互融通や共有による無駄なコ
ストの削減

• 関係する各⼯事の週間・⽉間⼯程計画を施⼯図⾯
に集約したステップ図を作成

• 各⼯事の輻輳状況を収集・整理し⼯事間調整によ
る遅延の防⽌、⼯事間の仮設ヤードの相互融通な
どを提案

• 関係する各⼯事の週間・⽉間⼯程計画を施⼯図⾯
に集約したステップ図を作成

• 各⼯事の輻輳状況を収集・整理し⼯事間調整によ
る遅延の防⽌、⼯事間の仮設ヤードの相互融通な
どを提案

• ⼯事間調整を個別施⼯者ごとに⾏う⼿間
や調整不⾜の状況が回避され、円滑な⼯
事間調整が実現

• これらの円滑な⼯事間調整によりコスト
の削減が期待される

• ⼯事間調整を個別施⼯者ごとに⾏う⼿間
や調整不⾜の状況が回避され、円滑な⼯
事間調整が実現

• これらの円滑な⼯事間調整によりコスト
の削減が期待される

 コスト

ストの削減ストの削減 どを提案どを提案 の削減が期待されるの削減が期待される

• ステップ図という分かりやすい⽅法で調
整の必要性を指摘、現段階（平成28年2

• ステップ図という分かりやすい⽅法で調
整の必要性を指摘、現段階（平成28年2

 スケジュール
• ⾏政棟、議会棟、警察本部庁舎、駐⾞場棟の
4⼯事は別々の発注となる 更に同じ敷地内

• 各⼯事会社からの⼯程表を確認、全ての⼯事を含
めた⼯程表を作成、調整が必要な項⽬を抽出

⽉）までは調整がうまく進み、現場での
⼯事会社間のバッティングや、それに伴
う⼯期の遅れなどは現時点で発⽣してい
ない

⽉）までは調整がうまく進み、現場での
⼯事会社間のバッティングや、それに伴
う⼯期の遅れなどは現時点で発⽣してい
ない

4⼯事は別々の発注となる。更に同じ敷地内
での漁業関連施設の⼯事が同時進⾏する事業
であり、円滑な事業実施には⼯事間調整が必
要

• ステップ図という形で調整が必要な項⽬をビジュ
アルで表現

• ⼯事間調整会議で調整が必要な項⽬を説明、発注
者、施⼯者と共に解決⽅法を共有化

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
事業 当初段階 ⼤型 事 ネジメント研究会を設置し 事 発注⽅式を検討 委員会 委員 あ た⼤学教授から設計や施 段階にお CM⽅式を導⼊し• 事業の当初段階で、⼤型⼯事マネジメント研究会を設置して、⼯事の発注⽅式を検討。委員会の委員であった⼤学教授から設計や施⼯の段階においてCM⽅式を導⼊し、
⼯事のマネジメントを⾏う者を配置することが必要との意⾒が出された。

• ⾏政棟・議会棟・警察本部庁舎、駐⾞場棟の各々の棟内の⼯事調整は⼯事監理者が⾏うが、棟間の⼯事調整や全体にわたる調整事項は発注者が実施せざるを得ない。さ
らに、漁港関連施設との⼯事調整を⾏う必要があり、CMRの⽀援が必要であると判断した。
２．選定審査段階
• 選定⽅法は、総合評価型落札⽅式を採⽤。
• ⼊札参加者を増やすために CM協会のホ ムペ ジにも⼊札公告の情報を掲載

CM⽅式活⽤ステージ
事業 基本 実施 施⼯ 管理• ⼊札参加者を増やすために、CM協会のホームページにも⼊札公告の情報を掲載。

３．積算及び契約段階
• 積算段階の参考⾒積において、業務項⽬ごとに⼈⼯と単価を設定することを求めた。

計画 設計 設計 施⼯ 管理

・期間：平成27年2⽉から平成29年9⽉



補⾜：本事例における⼯事間調整を実施する際⽤いたステップ図（例）

出典）⻑崎県庁舎⾏政棟・議会棟・警察本部庁舎・橋梁（A)新築⼯事 2⽉度の作業予定・・・敷地全体 STEP図



補⾜：本事例における全体スケジュールとCM業務の位置付け

全体スケジュールは以下の通りで、一番下にCM業務が示されている。また別途発注した移転プロジェクトマネジメント業務も既に実施されている。全体スケジュ ルは以下の通りで、 番下にCM業務が示されている。また別途発注した移転プロジェクトマネジメント業務も既に実施されている。

5
出典）新庁舎整備の全体スケジュール（含む計画） ※H27.9現在



補⾜：本事例におけるCM業務仕様書の内容

CM業務の内容は以下の通りCM業務の内容は以下の通り

（１）県庁舎の各棟間及び漁港施設工事との調整支援業務

県庁舎の各棟（行政棟、議会棟、駐車場棟、警察本部庁舎）の工事及び隣接して行われる漁港施設の各工事において、工事の進捗に応じて発生
する工事間の調整事項を抽出し、その対応の方向性について提案を行う。

（２）移転、維持管理、情報通信関連業務のについて、県が行う進捗管理・調整の支援を行う。
移転、維持管理、情報通信関連業務の進捗管理・調整支援及び、建物の工事工程との調整支援。

（３）工事間調整支援業務の実施過程の記録と報告
工事間調整支援業務の実施過程を記録し その成果を県の他の業務などの参考とするため 関係課の職員などを対象とした報告会を開催する。工事間調整支援業務の実施過程を記録し、その成果を県の他の業務などの参考とするため、関係課の職員などを対象とした報告会を開催する。
報告会は中間２回、最終１回

（４）県庁舎建設に係るプロジェクトマネジメント記録支援

県庁舎建設にあたり、県が行ったプロジェクトマネジメントの内容について、他のプロジェクトの参考とし活用できるよう、系統的に記録・整理を行う
業務の支援を行う。（委託業務の内容や成果物、県が作成した資料や成果物などについて整理を行う。業務の支援を行う。（委託業務の内容や成果物、県が作成した資料や成果物などに いて整理を行う。

調査・打合せ等

（１） 場所： 調査・打合せなどは長崎市内で行う。

（２） 回数：調査・打合せなどの階数は４８回を標準とする。通常は１回/月とし、繁忙期は２回/月程度とする。

出典）⻑崎県庁舎建設に係る⼯事間調整⽀援業務仕様書

6



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイス
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイス
⽀援（協働） ⽀援（協働）

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出

契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた

内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理
その他（             ） ⼯事実施の管理
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）

CMRによる ⼯事費の管理CMRにアドバイス

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

CMRによる ⼯事費の管理
⽀援（協働） 設計変更への対応

設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 その他（⼯事間調整） ○
⼯事発注⽅法、区分の検討 その他（⼯事間調整⽀援業務の記録） ○
基本設計の内容確定 その他（プロジェクトマネジメントの記録） ○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

概算⼯事費の検討
内部会議への出席 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
外部関連会議への出席 CMRによる
その他（             ） ⽀援（協働）
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業務内容の決定

CMRによる 適切な維持管理費の算定
⽀援（協働） 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計スケジュールの管理 維持管理業者の選定
⼯事発注⽅法・区分の確定 維持管理業者との契約
施⼯業者選定⽅式の検討 維持管理業者の業務チェック
施⼯会社の選定 竣⼯検査、引渡し
施⼯会社との契約 内部会議への出席
実施設計の内容確定 外部関連会議への出席
概算⼯事費の算出 その他（             ）
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近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（横浜市 新市庁舎整備事業）

事業概要

現市役所の⽼朽化対策に加え 市役所機能が⺠間
事業名 横浜市新市庁舎整備事業

事業主体：神奈川県横浜市
現市役所の⽼朽化対策に加え、市役所機能が⺠間
ビルなどに分散配置されていることに伴う市⺠
サービス・業務効率の低下、多⼤な賃借料負担の
是正、災害対策機能の強化などを⽬的に、新庁舎
を超⾼層ビルとして整備する庁舎新築事業

事業区分 庁舎建築事業
事業規模（事業費） 約719億円（予定価格）

発注⽅式 設計施⼯⼀括⽅式

事業規模
（⾯積等）

延べ床⾯積 約140,500㎡ 地上32階地下2階
S造（⼀部RC造）

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
◎経験のない⼤規模建築事業を設計施⼯⼀括発注⽅式で進める際の適切な品質管理

【庁舎・商⽤の複合⽤途の設計計画の調整】
庁舎機能や商業施設、特殊設備等の多様な設
計ノウハウと調整能⼒を備えた全体マネジメ
ントが必要

【発注者が求める要求⽔準の確保】

要望事項の調整にかかる遅延リスクを回避するた
め、関係部局の⽀援も受けながら複数の会議体を
運営し、予定期間内での情報集約が実現

動線計画 必要機能 環境配慮 周辺景観との調

発注者
各種協議、
報告

業務実施 組
【標準積算にないコストの妥当性評価】

【発注者が求める要求⽔準の確保】
性能発注により設計施⼯者を選定するため、
発注者が求める性能や仕様を担保する⼯夫が
必要

動線計画・必要機能・環境配慮・周辺景観との調
和や商業施設を含めたにぎわい空間等の関連要素
を、設計要件と標準建築計画図に整理し、発注者
が求める性能を確保

設計要件と標準建築計画図を根拠に要求⽔準書や

CMR
基本計画

：契約関係 ：情報の流れ

 業務実施体制への取組
• CM導⼊当初の発注者体制は、⼟⽊1名、建築4名、事
務3名の8⼈体制であったが、事業進捗にあわせて増員
し、現在は⼟⽊3名、建築6名、事務6名、電気2名、
機械3名の20名まで拡充（平成28年1⽉時点）。

• 関係者間の情報交換と課題共有のため、庁内他課から
も適宜⽀援を受けながら定例を週１回実施。

設計施⼯⼀括発注時の⾒積条件の認識違いや、
設定漏れによる増額リスクを回避する⼯夫が
必要

【設計施⼯⼀括発注先の適切な評価】

設計要件と標準建築計画図を根拠に要求⽔準書や
概算⼯事費、⼯事⼯程表を作成し、要求仕様と建
設コスト・⼯期の妥当性を確保

建設市場動向を踏まえながら、資格審査や評価⽅
法・役割分担や責任区分を整理し 技術⼒・品

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

施 者 技 施 が有効 が

も適宜⽀援を受けながら定例を週１回実施。
• 基本実施設計〜施⼯段階では、第三者的な⽴場で要求
⽔準内容の履⾏チェックをCMRに委託予定。

設計施⼯者選定の公平性を担保しながら、予
算内で最良の提案を求める事が必要

法 役割分担や責任区分を整理し、技術⼒ 品
質・コストの視点から最適な設計施⼯者選定を実
現

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画

基本
計画

基本
実施
設計

施⼯ 管理
•発注⽅式：公募型プロポーザル
•CMR：㈱⼭下ﾋﾟｰ･ｴﾑ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ

/㈱⼭下設計共同体
•契約⾦額：合計 167,966千円

・期間：平成26年7⽉から平成28年2⽉まで（年度毎の契約）
平成28年3⽉から平成32年3⽉まで（⼀括契約を予定）

• 施⼯者の技術やノウハウを最⼤限に活⽤するためには設計施⼯⼀括⽅式が有効であるが、
発注者が求める品質に対し第三者的な⽴場で事業全体をコントロールできるCMRが必
要。

• CM委託の際は、事業が抱える課題を精査しニーズに応じた委託内容とすることが重要。
• CMRとの役割分担については認識のズレが⽣じる恐れがあるため、発注仕様書の中で
明らかにしておくことが重要。



【詳細】事業概要
現在の横浜市庁舎は築50年以上を経過しており、施設や設備が⽼朽化している。また業務量の増加に伴う現

市庁舎の執務スペ ス不⾜により 約20の⺠間ビル 市所有施設に市役所機能を分散させているため 業務の市庁舎の執務スペース不⾜により、約20の⺠間ビル・市所有施設に市役所機能を分散させているため、業務の
⾮効率化や財政的な負担（年間20億円の賃借料）などの課題が⽣じている。
本事業は、「新市庁舎整備基本構想」や「新市庁舎基本計画」に基づき、分散している市役所機能の集約に

よる業務の効率化、市⺠サービスの向上を図ることを⽬的として、⾼い耐震性、環境未来都市にふさわしい先
進的な環境性能等を備えた超⾼層建築物として新市庁舎を建設する事業である進的な環境性能等を備えた超⾼層建築物として新市庁舎を建設する事業である。

出典）新市庁舎整備基本計画概要版



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

がが • 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤ 品質
⽬標・課題 CMRの役割 期待される成果

• 発注者の要求性能を確実に反映した、発注
仕様書と品質管理⼿法が必要

• 発注者の要求性能を確実に反映した、発注
仕様書と品質管理⼿法が必要

• 豊富な専⾨知識により、発注者が求める品質を設
計要件と標準建築計画図として整理

• 要求事項を確実に実現させるため、設計・施⼯条
件を整理した「要求⽔準書」を作成

• 豊富な専⾨知識により、発注者が求める品質を設
計要件と標準建築計画図として整理

• 要求事項を確実に実現させるため、設計・施⼯条
件を整理した「要求⽔準書」を作成

• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤
し、発注性能の確保を実現

• 設計と施⼯時の各段階で要求⽔準を
チェックリストで確認する事で、発注仕
様の確実な履⾏を実現

• 設計施⼯者選定時の評価指標として活⽤
し、発注性能の確保を実現

• 設計と施⼯時の各段階で要求⽔準を
チェックリストで確認する事で、発注仕
様の確実な履⾏を実現

 品質

• 資材価格や⼈件費の変動による事業費増⼤
リスクへの対応

• 資材価格や⼈件費の変動による事業費増⼤
リスクへの対応

• 要求⽔準書および建築計画図に基づき、積み上げ
⽅式により⼯事予定価格を算出

• 設計施⼯⼀括発注時に、提案内容の妥当性の確認
をCMRが⽀援

• 要求⽔準書および建築計画図に基づき、積み上げ
⽅式により⼯事予定価格を算出

• 設計施⼯⼀括発注時に、提案内容の妥当性の確認
をCMRが⽀援

• 市場価格を考慮した妥当性のある予算書
の作成により、円滑な議会承認が実現

• ⾒積条件の認識違いや設定漏れによる増
額リスクを回避

• 市場価格を考慮した妥当性のある予算書
の作成により、円滑な議会承認が実現

• ⾒積条件の認識違いや設定漏れによる増
額リスクを回避

 コスト

• 輻輳する各種⼯事において、当初⽬標と
した⼯程どおり事業が進捗

• 輻輳する各種⼯事において、当初⽬標と
した⼯程どおり事業が進捗

 スケジュール
• 現庁舎での賃借料負担の軽減に向けた新庁舎
の早期整備が課題

• 全体スケジュール、⼯事⼯程案の作成、施⼯計画
の概略検討、本体⼯事と別途発注⼯事間の調整を
実施

• 過去の経験やノウハウからリスク管理を⾏い、複
数の会議体と運営⽀援を実施

• 過去の経験やノウハウからリスク管理を⾏い、複
数の会議体と運営⽀援を実施

 その他
• 情報の⼀元管理により円滑に事業推進が
実現した結果、⼿戻り作業の発⽣を回避

• 情報の⼀元管理により円滑に事業推進が
実現した結果、⼿戻り作業の発⽣を回避

• 低層部の商業施設や特殊設備⼯事等の複合要
素を網羅した全体マネジメントが必要

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉〈C ⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
• 従来型の設計施⼯分離⽅式やPFI⽅式等も検討したが、施⼯者が持つ超⾼層の特殊技術の活⽤が期待できることや事業費圧縮と⼯期短縮の観点から、設計施⼯⼀括⽅式の
採⽤を決定。

• 発注者が求める品質管理の技術的⽀援を⽬的として、CMRの導⼊を検討。
２．選定審査段階
• 委託業務の概算業務価格の上限を公表しながら、事業全体スケジュール及び課題解決への最善の提案を公募型プロポーザルで求めCMRを選定。

CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画

基本
計画

基本
実施
設計

施⼯ 管理

３．積算及び契約段階
• CM委託費の積算は、設計業務等の技術者単価を基本に業務ごとの想定⼈⼯を積上げ、直接経費と間接費を加え
た⾦額として試算。

• CM契約は、設計施⼯者選定までは年度毎に随意契約、設計施⼯者選定以降は、事業完了まで（平成32年）の契
約として随意締結予定。 ・期間：平成26年7⽉から平成28年2⽉まで（年度毎の契約）

平成28年3⽉から平成32年3⽉まで（⼀括契約を予定）



CMRへの提案依頼内容 CMR公募への参加資格

補⾜：本事例におけるCMR公募内容

CMR選定における評価基準

総合評価プロポーザル⽅式でのCMR選定

設計・施⼯⼀括⽅式での業者選定の公平性を担保しながら、
予算の範囲内で最善の提案を求める

出典：
横浜市新市庁舎整備に伴う事業
準備⽀援業務委託に関するプロ
ポーザル募集要項 他
横浜市提供資料



CMRに依頼した業務内容CMR選定スケジュール（平成26年度）

補⾜：本事例におけるCMR選定スケジュール及びCMR業務内容

【平成26年度】

【平成27年度】

出典：横浜市新市庁舎整備に伴う事業準備⽀援業務委託特記仕様書他 横浜市提供資料



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

CMRにアドバイス
を求めた

CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス

を求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）
事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議 出席 近隣折衝 実施

を求めたを求めた

外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定 ○
設計者の選定 ○ ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ○ ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ○ ⼯事スケジュールの管理
その他（設計施⼯⼀括⽅式発注の要求⽔準書作成 ） ○ ⼯事実施の管理
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）

CMRによる ⼯事費の管理
⽀援（協働） 設計変更への対応

設計スケジ ルの管理 竣⼯検査 引渡し

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた
設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 その他（              ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定
概算⼯事費の検討
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合

CMRによる
⽀援（協働）

設計スケジュールの管理 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 維持管理業者の選定
近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 竣⼯検査、引渡し

を求めた

注１）厳密には基本計画段階と基本設計段階の中間的時期にCM業務を実施している。
注２）平成26、27年度に実施した設計施⼯者選定までの業務内容について記載している。

内部会議への出席 内部会議への出席
外部関連会議への出席 外部関連会議への出席
その他（               ） その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（千曲市新庁舎等建設事業）

事業概要

平成15年の３市町合併後も継続利⽤している
事業名 千曲市新庁舎等建設事業事業主体：⻑野県千曲市

平成15年の３市町合併後も継続利⽤している
旧3庁舎の⽼朽化と耐震性不⾜への対応および
市役所機能の集約による業務の効率化、利⽤者
サービス向上を⽬的として、他の施設（体育館
の建替、⽴体駐⾞場の建設等）と同時に実施す
る庁舎等新築事業

事業区分 庁舎等建築事業
事業規模（事業費） 概算事業費 約99億円（建設・解体・外構⼯事等：税抜き）

発注⽅式 設計施⼯⼀括⽅式

事業内容
（⾯積等）

新庁舎,新体育館：延べ床⾯積 18,768㎡
(新庁舎)地上5階 S造、（新体育館）地上2階 S造
⽴体駐⾞場：述べ床⾯積 4 146㎡ 地上3階 S造

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
CMRの⽀援によって 設計施⼯ 括発注⽅式での

◎経験の少ない⼤規模事業を設計施⼯⼀括発注⽅式で進める際の適切な品質・コスト・スケジュール管理

る庁舎等新築事業 ⽴体駐⾞場：述べ床⾯積 4,146㎡ 地上3階 S造

発注者【設計施⼯⼀括発注先の選定】
限られた⼯期（合併特例債を活⽤するため、
平成30年度までに竣⼯する必要）に対応する
ため、設計施⼯⼀括発注⽅式を採⽤したが、
市として経験がない発注⽅式であるため、適
切な設計施⼯者選定⽅法の設定が必要

CMRの⽀援によって、設計施⼯⼀括発注⽅式での
発注に必要な各種書類などを作成するとともに設
計施⼯者からの提案の評価⽅法を決定
平成28年4⽉の審査開札の結果、予定価格内での
応札および鉄⾻の先⾏発注等の⼯期短縮の提案に
より設計施⼯者を決定し、予定した完成時期の⾒
通しが具現化

基本
設計者

発注者
各種協議、
報告

実施設計管理
⼯事管理

CMR

設計施⼯者
設計担当

VE提案・検討結果報告、各種調整

各種協議、
報告

実施設計監修
⼯事監理

【 基本設計段階におけるコスト縮減】
市の財政が厳しい中、発注者の要求⽔準を満
たしつつ、基本計画段階で試算した事業費を、
基本設計段階において増加させないようコン

切な設計施⼯者選定⽅法の設定が必要 通しが具現化

CMRが基本設計者と協議し、発注者の要求を満た
す品質を確保した上で、必要諸室規模、レイアウ
ト検討を踏まえ、新庁舎の⾯積を削減するなどの
⼯夫により、基本設計での概算⼯費を基本計画の

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

⼯事担当

･･･

品質監理

：契約関係 ：情報の流れ

 業務実施体制への取組
基本設計段階において増加させないようコン
トロールする必要

⼯夫により、基本設計での概算⼯費を基本計画の
範囲内に抑制

【設計施⼯⼀括発注⽅式によるコスト縮減】
施⼯者特有の技術の活⽤ができる設計施⼯⼀
括発注⽅式のメリットを活かすとともに、施

CMRの提案により、設計施⼯⼀括発注⽅式での⼊
札までのプロセスにおいて設計施⼯者からのVE提
案を評価する仕組みを導⼊

• 発注者体制は、新設された新庁舎建設室で対応し建
築・⼟⽊の技術職員各１⼈、事務職員３⼈の体制。

• 基本設計段階から設計施⼯⼀括発注⽅式のコスト、品
質評価のために専⾨技術の補完にCMRを活⽤。

• 今後の実施設計・⼯事段階でもCMRとの連携体制を継

：H28.年度以降実施予定部分

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

括発注⽅式のメリットを活かすとともに、施
⼯者からの積極的なVE提案を求めることで更
なるコスト縮減を期待

多くのVE提案がなされ、CMRが基本設計者ととも
に技術的な査定を含めた評価⽀援を実施すること
により、予定価格の範囲内での応札が実現

今後の実施設計 ⼯事段階でもCMRとの連携体制を継
続する予定。

• CMRは、構造、設備、意匠など計7⼈体制で週1回の定
例会議への出席、個別打合せに加えて、適宜、メール
のやり取りで業務を遂⾏。

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式 • 設計施⼯⼀括⽅式を採⽤する場合は発注者側の意⾒を反映した品質を確保するために
CMRの活⽤が必要かつ有効。

• CM⽅式の活⽤は、基本計画段階など、早い段階からの活⽤がより効果的。
• CM業務を実施した実績や経験豊富な技術者が配置できるCMRを選定することが重要。

・発注⽅式：公募型プロポーザル
・CMR：⽇建設計ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
・契約⾦額：⾮公開

・期間：第1段階 平成27年3⽉末から平成28年6⽉
第2段階 平成28年7⽉から平成31年3⽉（予定）

基本
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理



【詳細】事業概要

千曲市（平成15年9⽉1⽇に更埴市、埴科郡⼾倉町、更級郡上⼭⽥町の合併で誕⽣した地⽅公共団体）は、
学校等 公共施設 改修 改築を優先的に実施し きたため 合併後も⽼朽化と耐震性不⾜など 課題を抱え学校等の公共施設の改修・改築を優先的に実施してきたため、合併後も⽼朽化と耐震性不⾜などの課題を抱え
る旧３市町の庁舎を継続的に分庁舎⽅式で利⽤している。本事業は⽼朽化・耐震性不⾜などへの対応に加え、
市役所機能の集約による業務の効率化、利⽤者サービスの向上を⽬的に新庁舎を建設する事業であり、同時に
⽼朽化している体育館の建替と⽴体駐⾞場の建設を⾏う事業である。

建築計画概要 完成までのスケジュール

計画地 ⻑野県千曲市杭瀬下⼆丁⽬1番地ほか
敷地⾯積 19,161.27㎡（⻄側敷地）、3,533.52㎡（東側敷地）
建築⾯積 8 313 67㎡（⻄側敷地合計） 2 177 37㎡（東側敷地合計）

平成25年度

基

平成26年度

基

平成27年度

基建築⾯積 8,313.67㎡（⻄側敷地合計）、2,177.37㎡（東側敷地合計）

延床⾯積 18,768.26㎡（新庁舎・新体育館合計）、354.62㎡（付属棟合計）、4,146.16㎡（⽴体
駐⾞場）

階数 新庁舎：地上5階、新体育館：地上2階、⽴体駐⾞場：2層3段（ELV及び階段：地上3階）
構造 新庁舎：鉄⾻造（基礎免震）、新体育館：鉄⾻造、⽴体駐⾞場：鉄⾻造
駐⾞台数 450台(内 ⽴体駐⾞場257台 ⾞いす利⽤者等専⽤駐⾞場9台)

建物を建設する際の
基本的な考え⽅や⽅

基
本
構
想

基本構想の考え⽅や
⽅針をある程度具体

基
本
計
画

完成時の姿を表す段
階です 具体的に諸

基
本
設
計

完成イメージ

駐⾞台数 450台(内、⽴体駐⾞場257台、⾞いす利⽤者等専⽤駐⾞場9台)

概算事業費 約99億円(建設・解体・外構⼯事等:税抜き)
基本的な考え⽅や⽅
針を⽰します。

⽅針をある程度具体
的に⽰します。基本
構想を⾁づけしたも
のです。

階です。具体的に諸
室の⼤きさ、配置、
仕様を決定し図⾯に
まとめます。

平成28〜29年度 平成28〜30年度 平成30年度

実
施
設
計

建
設
⼯
事

建物 利 が

完
成

基本設計に基づいて
デザインや技術⾯の
詳細な設計を⾏い、
⼯事に必要な設計図
書を作成します。

実施設計を基に建物
の解体⼯事、本体、
外構等の⼯事を⾏い
ます。

建物の利⽤が
はじまります。

出典）千曲市新庁舎及び新更埴体育館等建設基本計画（概要版）
千曲市新庁舎等建設基本設計（概要版）

左側の建物が新庁舎、右側が新体育館



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

• 建築だけでなく室内レイアウト等も含め• 建築だけでなく室内レイアウト等も含め 品質
課題 CMRの役割 成 果

• CM契約と同時に別途委託した設計者による
基本設計の品質管理が必要

• CM契約と同時に別途委託した設計者による
基本設計の品質管理が必要

• 設計者が作成する設計書等に対する基本計画段階
での要求⽔準との⽐較による確認

• 不適合事象の抽出

• 設計者が作成する設計書等に対する基本計画段階
での要求⽔準との⽐較による確認

• 不適合事象の抽出

• 建築だけでなく室内レイアウト等も含め
た総合的な品質の確保が実現

• 複合⽤途における管理・運営も考慮した
施設計画が実現

• 建築だけでなく室内レイアウト等も含め
た総合的な品質の確保が実現

• 複合⽤途における管理・運営も考慮した
施設計画が実現

 品質

• 基本設計段階でのVE提案によるコスト抑制• 基本設計段階でのVE提案によるコスト抑制 • 基本設計の概算⼯費を基本計画の範囲内• 基本設計の概算⼯費を基本計画の範囲内 コスト
• 発注者が求める新庁舎等の要求⽔準を、基
本計画での総事業費の範囲内で実現するこ
とが必要

• 発注者が求める新庁舎等の要求⽔準を、基
本計画での総事業費の範囲内で実現するこ
とが必要

• 設計施⼯⼀括発注⽅式の施⼯者選定において施⼯
者からのVE提案内容を照査しコスト削減効果を
評価

• 市場の実勢価格を踏まえたコスト算定

• 設計施⼯⼀括発注⽅式の施⼯者選定において施⼯
者からのVE提案内容を照査しコスト削減効果を
評価

• 市場の実勢価格を踏まえたコスト算定

に抑制
• ⼊札段階のVE提案で約5億円のVE提案を
受領

• 予定価格内で予定通り落札者が決定

に抑制
• ⼊札段階のVE提案で約5億円のVE提案を
受領

• 予定価格内で予定通り落札者が決定

スト

• 設計施⼯⼀括発注⽅式での発注にあわせ• 設計施⼯⼀括発注⽅式での発注にあわせ スケジュール 設計施⼯ 括発注⽅式による施⼯者の実現可能 設計施⼯ 括発注⽅式での発注にあわせ
て基本設計が完了

• 設計施⼯⼀括発注⽅式での⼊札時の技術
提案にて先⾏発注等の提案を受けて平成
30年度末までに完了の⾒通し

設計施⼯ 括発注⽅式での発注にあわせ
て基本設計が完了

• 設計施⼯⼀括発注⽅式での⼊札時の技術
提案にて先⾏発注等の提案を受けて平成
30年度末までに完了の⾒通し

 スケジュ ル

• 設計施⼯⼀括発注⽅式での⼤規模⼯事に地元企業• 設計施⼯⼀括発注⽅式での⼤規模⼯事に地元企業 その他

• 全ての⼯事を合併特例債の活⽤期限（平成
30年度末）までに終了させることが必要

• 設計施⼯⼀括発注⽅式による施⼯者の実現可能
な⼯期短縮の施⼯技術を評価しながら、所定の
⼯期内で完成する具体的な施⼯計画を⽴案

• 基本設計の⼯程管理

• 設計施⼯ 括発注⽅式での⼤規模⼯事に地元企業
が参⼊できるように最適な発注⽅式・区分等を提
案

• 設計施⼯⼀括発注の⼊札に際し、地域経済への具
体的な貢献策が評価される項⽬を盛り込んだ評価
基準を策定

• 設計施⼯ 括発注⽅式での⼤規模⼯事に地元企業
が参⼊できるように最適な発注⽅式・区分等を提
案

• 設計施⼯⼀括発注の⼊札に際し、地域経済への具
体的な貢献策が評価される項⽬を盛り込んだ評価
基準を策定

 その他
• 本体⼯事関連で地元企業への発注や市内
での資材調達の具体的提案を受領

• 地元企業向けの別途関連⼯事を本体⼯事
から分離して発注予定

• 本体⼯事関連で地元企業への発注や市内
での資材調達の具体的提案を受領

• 地元企業向けの別途関連⼯事を本体⼯事
から分離して発注予定

• ⼤規模な公共⼯事における地元企業の参⼊
機会の確保

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
平成25年度に基本構想 平成26年度に基本計画を策定する中で 経験したことのない複合的な⼤規模⼯事を短い⼯期かつ低コストで実現するために施⼯者が特有の技術• 平成25年度に基本構想、平成26年度に基本計画を策定する中で、経験したことのない複合的な⼤規模⼯事を短い⼯期かつ低コストで実現するために施⼯者が特有の技術
を最⼤限に活⽤できる設計施⼯⼀括発注⽅式の採⽤を決定。

• 新庁舎等の建設に設計施⼯⼀括発注⽅式を採⽤している地⽅公共団体にヒアリングをし、CM⽅式による発注者⽀援の必要性を認識。
• 複数のCMRにヒアリングをし、庁内合意を得て、CM⽅式の導⼊を決定。
２．選定審査段階
• CMRの選定は、委託料の上限額を設定した公募型プロポーザル⽅式で実施、第⼀次審査で「企業及び配置技術者の業務実績」、第⼆次審査で「業務実施⽅針と業務提案
に関するプレゼンテーションおよびヒアリング」を評価して CMRを決定に関するプレゼンテ ションおよびヒアリング」を評価して、CMRを決定。
３．積算・契約段階
• CMRとの契約は、「基本設計のマネジメント」および設計施⼯⼀括発注⽅式での「⼯事発注及び契約⽀援」を委託す
る内容で、基本設計を開始する平成27年3⽉30⽇から施⼯者の選定・契約が終了する平成 28年6⽉30⽇まで。

CM⽅式活⽤ステージ
基本
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・期間：第1段階 平成27年3⽉末から平成28年6⽉
第2段階 平成28年7⽉から平成31年3⽉（予定）



補⾜：本事例におけるCMR選定⽅法

出典）「平成26年度千曲市新庁舎等建設支援アドバイザリー業務委託に関するプロポーザル審査要領」出典）「平成26年度千曲市新庁舎等建設支援アドバイザリ 業務委託に関するプロポ ザル審査要領」



補⾜：本事例における設計施⼯⼀括⽅式での契約に⾄る流れとVE提案の受付

設計施⼯⼀括⽅式での施⼯者選定において、以下の⼿順でVE提案によるコスト削減を⽬指した。設計施⼯ 括⽅式での施⼯者選定において、以下の⼿順でVE提案によるコスト削減を⽬指した。

提案ＶＥ提案の
受付と審査

出典）「千曲市新庁舎等建設⼯事（本体⼯事）⼊札公告」



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイス
を求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出

を求めた を求めた

内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理
その他（             ） ⼯事実施の管理
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）

CMRによる ⼯事費の管理
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイス

CMRにアドバイス
を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した

⽀援（協働） 設計変更への対応
設計スケジュールの管理 ○ ○ 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席
許認可事項の検討 ○ 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（             ）
⼯事発注⽅法、区分の検討 ○
基本設計の内容確定 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた

概算⼯事費の検討 ○ CMRによる
内部会議への出席 ○ ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ○ 維持管理業務内容の決定

適切な維持管理費の算定
維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）

④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定
CMRによる 維持管理業者との契約

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

その他（ 設計・施⼯⼀括⽅式での発注及び契約
⽀援業務 ）

○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

⽀援（協働） 維持管理業者の業務チェック
設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
⼯事発注⽅法・区分の確定 内部会議への出席
施⼯業者選定⽅式の検討 外部関連会議への出席
施⼯会社の選定 その他（             ）
施⼯会社との契約
実施設計の内容確定
概算⼯事費の算出

契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた

概算⼯事費の算出
近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（JR神田万世橋ビル新築事業）

事業概要
事業名 JR神⽥万世橋ビル新築事業

都⼼部の旧鉄道駅跡地を再開発した賃貸式のオフ ス
事業主体：東⽇本旅客鉄道株式会社 事業創造本部

事業区分 オフィスビル建築事業
事業規模（事業費） ⾮公開

発注⽅式 設計施⼯分離⽅式

事業規模
（⾯積等）

延べ床⾯積：28,498㎡ 地上20階,塔屋2階,地下2階
S造

都⼼部の旧鉄道駅跡地を再開発した賃貸式のオフィス
ビル整備事業であり、他賃貸ビルとの競争性優位に向
けて⾼い環境性能の確保をコンセプトとした新たな価
値創造を⾏った超⾼層オフィスビル新築事業

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
【⼤規模建築に対する設計 ⼯事の技術的⽀援】

◎⼤規模建築物に対する技術的補完と建築物の付加価値向上

【⼤規模建築に対する設計・⼯事の技術的⽀援】
発注部署では発注経験の少なかった地上20階、
⾼さ99mの超⾼層ビルの建築のため、超⾼層ビ
ル建築の専⾨的知⾒による技術的⽀援が必要

超⾼層ビル建築の経験が豊富なCMRが、発注者⽀
援に加え、設計者の設計、施⼯監理業務に対する
技術的⽀援を実施、優れた品質の建築が実現

発注者

設計者
監理者

各種協議、
報告

VE提案・検討結果報告、各種調整

VE提案・検討結果報告、品質検査

各種協議、
報告

CMR（環境担当）
CMR（建築担当）

各種 整

【オフィスビルとしての付加価値の向上】
オフィスビルとしての付加価値を向上するために、
LEED（Leadership in Energy & Environmental 
Design）認証獲得ができるグリーンオフィスビ
ルの計画に向けて採⽤すべき環境技術の抽出や認

⽶国のLEED認証に精通しているCMRと、オフィス
ビル・超⾼層ビル建設に実績があるCMRの２社が
協⼒して計画・設計を⽀援し品質の⾼いグリーン
オフィスビルが完成（LEEDのGOLD認証を取得）
環境⾯だけでなく、オフィスの使いやすさも追求

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･
専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

･･･

VE提案 検討結果報告、
各種調整、品質検査品質検査

設
計
者
・

監
理
者

設
計
者
・

監
理
者

設
計
者
・

監
理
者

施⼯者

各種調整

• 発注者側のスタッフは管理者以下建築関係⼈材が数
名であり、超⾼層建築の専⾨技術の補完、商⽤ビル
としての付加機能の専⾨技術補完としてCMRをそれ
ぞれに配置。
設計段階 回/ 週 施 段階 回/週程度 定

証取得⼿続き等に関する専⾨家⽀援が必要

【別途⼯事に対する施⼯体制の確⽴】
本体⼯事とテナント⼯事との調整業務におけるト
ラブル防⽌に向けた施⼯者間の調整機能が必要

した付加価値の向上が実現

本体⼯事と別途⼯事となるテナント⼯事に関して、
CMRが施⼯者間の責任区分を適切に明確化したこ

 業務実施体制への取組
：契約関係 ：情報の流れ

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）
施⼯段階でのCM業務だけでなく テナント誘致を睨んだ快適なオフ ス空間の追求な

• 設計段階で１回/２週、施⼯段階で１回/週程度の定
例会議で⼯事進捗を管理。

• 外部認証を要する付加機能に関するCMRは認証取得
までが契約期間。

ラブル防⽌に向けた施⼯者間の調整機能が必要 とで、⼯事終盤の円滑な現場運営が実現

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

• 施⼯段階でのCM業務だけでなく、テナント誘致を睨んだ快適なオフィス空間の追求な
ど（付加価値向上のための）、関連情報の収集や提案⾯での活⽤も効果的。

• ⾼層建築の技術と共に、オフィスビルの価値向上のノウハウを有しているCMRと、環
境配慮型ビルの認証取得⽀援ができるCMRなど複数のCMRの得意分野を持ち寄る協働
体制も効果的。

• 複数のCMRと定期的な意⾒交換を継続することでCMRの活⽤場⾯や得意分野の把握が
可能。

・契約期間：平成20年10⽉から平成25年1⽉まで

・発注⽅式：ヒアリング審査
・CMR：⽇建設計ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
・契約⾦額： ⾮公開



本事業⽤地は、かつて中央線の終着駅である万世橋駅のあった場所であり、2006年までは交通博物館が⽴
地していた⼟地での賃貸⽤オフィスビルの建設事業である 本事業はこの⼟地の歴史と⽂化などを受け継ぎ

【詳細】事業概要

⼤正初期の万世橋駅（東京駅と同じ建築家の作品）

地していた⼟地での賃貸⽤オフィスビルの建設事業である。本事業はこの⼟地の歴史と⽂化などを受け継ぎ、
環境配慮ビルとしての新たな付加価値向上を⽬的として実施され、⽶国のLEED認証（GOLD)を取得した（賃
貸⽤オフィスビルとしては⽇本で2番⽬の認証取得）地上20階の⾼層オフィスビルの新築事業である。

ビルの特徴ビルの特徴
○グリーンビル
各種省エネ技術によりPAL（年間熱負荷係数）を25％、ERR(エネルギー消費
係数）を35％削減⽬標の設計

○耐震性能
制御構造を採⽤し 耐震性と共に耐⾵性を確保 杭基礎はN値が60を超える制御構造を採⽤し、耐震性と共に耐⾵性を確保。杭基礎はN値が60を超える
堅固な⽀持地盤に打ち込み

○付加価値の⾼いオフィス空間
約960㎡のレイアウト⾃由な整形、無柱空間。
各フロアーにウインターガーデンを設置
万全なセキュリティシステム

建築概要

• 着工 2010年7月

JR神⽥万世橋ビルのコンセプト 快適性を⾼めるウィンターガーデン

• 竣工 2013年1月
• 構造 鉄骨造（一部CFT柱）
• 規模 地下1階、地上20階、

塔屋2階
• 高さ 最高99m
• 面積 敷地：3 272㎡面積 敷地：3,272㎡

建築：1,672㎡
延床：28,498㎡
賃貸対象：15,320㎡

出典）JR神⽥万世橋ビル パンフレットより



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

• 超⾼層建築の設計および施⼯の要求⽔準書を作成• 超⾼層建築の設計および施⼯の要求⽔準書を作成 実績のある施⼯者の選定および要求⽔準実績のある施⼯者の選定および要求⽔準 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• 経験の少なかった超⾼層ビルの発注業務に
対し、発注者要求⽔準の確保に加え、オ
フィスビルとしての競争優位性を確保する
ための付加価値の⾼いビルが必要

• 経験の少なかった超⾼層ビルの発注業務に
対し、発注者要求⽔準の確保に加え、オ
フィスビルとしての競争優位性を確保する
ための付加価値の⾼いビルが必要

超⾼層建築の設計および施⼯の要求⽔準書を作成
• 施⼯者選定にあたり、総合評価の項⽬・配点の作
成を⽀援

• 付加価値向上の⼀つとしてLEED認証に向けた必要
な環境配慮項⽬を選定

超⾼層建築の設計および施⼯の要求⽔準書を作成
• 施⼯者選定にあたり、総合評価の項⽬・配点の作
成を⽀援

• 付加価値向上の⼀つとしてLEED認証に向けた必要
な環境配慮項⽬を選定

• 実績のある施⼯者の選定および要求⽔準
書に基づいた発注者の期待する仕様が実
現

• LEEDのGOLD認証を取得

• 実績のある施⼯者の選定および要求⽔準
書に基づいた発注者の期待する仕様が実
現

• LEEDのGOLD認証を取得

 品質

争争
• 適正な⼯事価格での事業実施とともに透明
性のあるコスト構造が必要

• 適正な⼯事価格での事業実施とともに透明
性のあるコスト構造が必要

• 総合評価⽅式における予定価格の算定⽀援
• ⼯事段階の設計変更に対するコスト増減管理と並
⾏して、環境配慮（LEED認証）の⽬標達成に向け
た更なる付加価値向上策の検討と全体コスト調整
を⽀援

• 総合評価⽅式における予定価格の算定⽀援
• ⼯事段階の設計変更に対するコスト増減管理と並
⾏して、環境配慮（LEED認証）の⽬標達成に向け
た更なる付加価値向上策の検討と全体コスト調整
を⽀援

• ⾒積り参加者の技術提案と価格競争を公
正に評価できる⽅式により、発注者の要
求⽔準を満⾜する施⼯者選定が実現

• 発注者が期待する品質に⾒合ったコスト
が実現

• ⾒積り参加者の技術提案と価格競争を公
正に評価できる⽅式により、発注者の要
求⽔準を満⾜する施⼯者選定が実現

• 発注者が期待する品質に⾒合ったコスト
が実現

 コスト

• 週１回の定例会議を通じた⼯程管理によ
り、当初予定どおりの⼯期で完成

• 週１回の定例会議を通じた⼯程管理によ
り、当初予定どおりの⼯期で完成

 スケジュール
• 付加価値向上（環境性能への配慮、⼦育て
施設や商業機能の導⼊）のための機能に応
じた専⾨業者が多数関係することからその
⼯程管理が重要

• 発注者の代理として⼯事監理者、施⼯者の進捗管
理および第三者として発注者の品質検査の実施を
管理

• LEED認証を取得した施設の事例紹介と視察を計画
• 周辺および全国的なオフィスビルに期待される
ニーズ調査とその結果に基づいた必要機能を提案

• LEED認証を取得した施設の事例紹介と視察を計画
• 周辺および全国的なオフィスビルに期待される
ニーズ調査とその結果に基づいた必要機能を提案

 その他 • 事例視察を通じて、発注者側と具体的な
空間イメージを共有したことで、付加価
値向上に資する付加機能を導⼊（我が国
ではまだ少ないオフィス各階に⾃然通⾵
が可能なウィンターガーデンなど）

• 事例視察を通じて、発注者側と具体的な
空間イメージを共有したことで、付加価
値向上に資する付加機能を導⼊（我が国
ではまだ少ないオフィス各階に⾃然通⾵
が可能なウィンターガーデンなど）

• 当該場所で求められているオフィスビルに期
待されている付加価値を具体化することが必
要 が可能なウィンターガーデンなど）が可能なウィンターガーデンなど）

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１ 検討段階１．検討段階
• 発注者として経験の少なかった「超⾼層」「環境配慮型のグリーンビル」を⽬指した事業に加えLEED認証を⽬的としていたため、外部専⾨家の協⼒が不可⽋と判断。
• 超⾼層ビルの設計にあたり、発注者の要望、技術的監理も必要と判断し、設計段階からCMRの導⼊を決定。
２．選定審査段階
• 発注者として設定した基本コンセプトを、CMR数社に対し説明した上で、各社からの⾒積りの提出とプレゼンテーションを要請。
• ⾒積⾦額、超⾼層ビルの実績、オフィスビル付加価値向上の提案内容およびプレゼンテーションの結果によりCMRを選定。

CM⽅式活⽤ステ ジ３ 積算及び契約段階 CM⽅式活⽤ステージ

事業計
画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

３．積算及び契約段階
• 契約⾦額は、CMRからの⼈⼯積上げによる⾒積り内容と事業予算に占めるパーセンテージにより決定。
４．その他
•LEED認証取得⽀援部分は別のCMRとCM契約を締結。
•完成後もLEED認証取得実現までが1社とのCM契約期間。

・期間：平成20年10⽉から平成25年1⽉まで



補⾜：本事例におけるLEED認証システムについて

LEEDとはグリーンビルディングに関するリーダーシッ
プ

クレジットカテゴリー（必須条件と選択項目の集まり）
プのことです。
LEEDは、世界中で建物やコミュニティーが設計され、

建設され、維持され、オペレーションされてきた方法を
変革させようとしています。

LEEDは、コストや資源の削減を進めながら、人々の健

○立地と交通
エリアとしての開発密度が高く、様々な交通手段へのアクセスがあること

○材料と資源
持続可能な建築資材の仕様や廃棄物の削減

○水の利用康にいい影響を与え得ることに配慮し、また、再生可
能なクリーンエネルギーを促進しているビルディングの
認証を進めています。 LEED (Leadership in Energy & 
Environmental Design)は、最高のビルディングを作るた

めの戦略やそれらをどう実現させるかを評価するグ
リ ンビルデ ングの認証プログラムです LEED認証

○水の利用
水消費の削減

○エネルギーと大気
エネルギーの効率的な利用

○敷地選定
生態系と水資源 のインパクトが少ないことリーンビルディングの認証プログラムです。 LEED認証

を受けるためには、グリーンビルディングとして備える
べきいくつかの必須条件（Prerequisite）を満たし、選択
項目のポイント（Credit Points）を選んで取得することが

必要です。取得したポイントによって認証のレベルが
決められます 必須条件と選択項目のポイントは認証

生態系と水資源へのインパクトが少ないこと
○室内環境
より良い室内空気質、日射と眺望を取り入れたデザイン

○革新性
LEEDカテゴリーではカバーしていない革新的なサステナビリティ手法の導入

○地域別重みづけ決められます。必須条件と選択項目のポイントは認証
システムごとに設定されています。実際のプロジェクト
では最もふさわしい認証システムを選ぶことができま
す。

認証 ベ があ ます プ ジ が

○地域別重みづけ
その地域が優先する環境対策の実施

○敷地利用
公共交通へのアクセス性、オープンスペース、歩行者の利便性

○近隣のパターンとデザイン
近隣のコミュニティへのアクセスの良い計画LEED認証には4つのレベルがあります。プロジェクトが

獲得するポイント数で、プロジェクトがどのレベルの
LEED認証になるかが決まります。

近隣のコミュニティへのアクセスの良い計画
○グリーンな近隣インフラと建築物
建築物、インフラの建設、運用から懸念される環境上の負荷の減少

出典） ⼀般社団法⼈ グリーンビルディングジャパン ホームページ



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる CMRにアドバイス
CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容

CMRにアドバイス
⽀援（協働） ⽀援（協働）

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定 ○
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討 ○
概算事業費の試算 施⼯会社の選定 ○
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約 ○
内部会議への出席 実施設計の内容確定 ○

を求めた
CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容

を求めた

外部関連会議への出席 概算⼯事費の算出 ○
その他（             ） 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定 ○
⽀援（協働） 内部会議への出席 ○

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査） ○

CMRによる ⼯事費の管理 ○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

CMRにアドバイスCMRによる ⼯事費の管理 ○
⽀援（協働） 設計変更への対応 ○

設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し ○
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 ○ 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（  LEED認証に向けての準備  ） ○
⼯事発注⽅法、区分の検討 ○
基本設計の内容確定 ○ ⑦ 維持管理段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

基本設計の内容確定 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
概算⼯事費の検討 ○ CMRによる
内部会議への出席 ○ ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 維持管理業務内容の決定
その他（             ） 適切な維持管理費の算定
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）

CMRによる 維持管理業者との契約
⽀援（協働） 維持管理業者の業務チェック ○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた
設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し ○
⼯事発注⽅法・区分の確定 ○ 内部会議への出席
施⼯業者選定⽅式の検討 ○ 外部関連会議への出席
施⼯会社の選定 ○ その他（  LEED認証の取得   ） ○
施⼯会社との契約 ○
実施設計の内容確定 ○
概算⼯事費の算出 ○
近隣折衝の実施
許認可事項の申請 ○
VE提案・決定 ○
内部会議への出席 ○
外部関連会議への出席
その他（ バリューアップ提案   ） ○



ＣＭ方式の活用事例（御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業）

事業概要

平成15年に発⽣した記録的豪⾬による御笠川氾濫で 博
事業名 御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業事業主体：福岡県

平成15年に発⽣した記録的豪⾬による御笠川氾濫で、博
多市内等で発⽣した浸⽔被害を受けて、国の河川激甚災
害対策特別緊急事業の認定により実施した、河川10.5㎞
を対象とした⼤規模かつ5年という短期間で集中的に実
施した河川改修事業

事業区分 河川改修事業
事業規模（事業費） 約420億円

発注⽅式 設計施⼯分離⽅式

事業規模
（延⻑等）

事業延⻑ 10.5km
護岸⼯13km、掘削⼯120万m3、橋梁改築等13橋、
堰改築5基

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

◎短期集中かつ多数の分割発注⼯事における段階的発現効果の最⼤化
〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉

発注者【厳しいスケジュールでの完了】
激特事業のため5年の期限で事業を完了させる必要が
あり、また河川事業のため⾮出⽔期（年間約8カ⽉
間）の短期間に効率的に⼯事を進める必要など、厳し
いスケジュールでの⼯事完了

遅延リスクになりがちな建設⼯事以外の要因の抽
出と事前の対応準備を実施
また仮設回数を減らすことにより、本体⼯事に充
てる期間を増加させる⽅策など、効率的な⼯事実
施が可能とし、事業期間内に⼯事が完了

発注者
各種情報、協議、報告
専⾨的技術対応
VE提案

VE提案
検討結果報告
各種調整 CMR

設計者設計者 ・・・ 設計者

【多数に分割した⼯事間の調整による品質管理】
通常の事業規模に⽐べてはるかに⼤きな事業延⻑
10.5kmを全⾯的に改修する事業のため、2つの⼟⽊
事務所を横断した区域に加えて、多数の⼯区に分けて
実施することから綿密な⼯事間調整が必要

CMRが河川事業の精通した⼈材をメンバーに配置
することによって事業期間中に変更が必要となる
要素（事業区間の順序の変更など）を⾒据えた適
切な⼯事間調整が⾏われ、所定の品質の⼯事が実
現
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⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･
専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･

設計者設計者 ・・・ 設計者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･

・・・

【事業の段階的効果の最⼤化】
⽔害の対策⼯事期間中に再発した⽔害という前回の教
訓を⽣かし、完成時の対策効果発現だけでなく、事業
期間中も対策効果が最⼤限発現する⼯事の進め⽅が必

 業務実施体制への取組

実施することから綿密な⼯事間調整が必要

• 発注者が災害対応の⼀次的な体制補完としてCMRを
活⽤

現

河川改修事業の基本である下流側から順番に対策
を実施していては短期間で全ての問題に対応する
時間的余裕の確保が難しい状況であったため、逐
次変化する⼯事⼯程の変更に対して流下能⼒を計

：契約関係 ：情報の流れ

施⼯者
者 者 者

施⼯者
者 者 者

A工区

施⼯者
者 者 者

B工区 Z工区・・・

期間中も対策効果が最⼤限発現する⼯事の進め⽅が必
要

活⽤。
• CMRは流量計算、発現効果算定の技術的⽀援の位置

づけで業務を実施。
• CMRは個別分割発注では対応できない事業全体の条

件設定の計算など統⼀管理が必要な⽀援を実施。

次変化する⼯事⼯程の変更に対して流下能⼒を計
算し、効果発現の⼤きな⼯区を選定して⼯程を調
整

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

CM業務契約⽅式
・・発注⽅式：指名競争⼊札
・CMR：パシフィック

コンサルタンツ㈱
・契約⾦額：約40,000千円

• 事業の特徴ごとにリスクを分析し、そのリスクに対応可能な能⼒を保有しているCMR
を選定することが必要。

• 複数年の事業では、CMRが当初の1年⽬にいかに事業の⽬的を理解し、必要な準備を整
えるかによって効果が決定。

• 発注時に役割などが明確な仕様書の作成は難しいが、役割の分担を受発注者間で理解し
た上で進めることがCM⽅式にとって重要。

CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・契約期間：平成16年度から平成19年度



【詳細】事業概要（1/2）

御笠川は博多駅、福岡空港をはじめ福岡市、太宰府市の中⼼地を流れる河川であり、⽔害が発⽣した場合
地 鉄を含 地 街 浸⽔ ど甚⼤ 被害が懸念 れ 河川 あ 成 年 豪 よ 河川氾濫には地下鉄を含む地下街への浸⽔など甚⼤な被害が懸念される河川である。平成11年の豪⾬により河川氾濫

が発⽣し、博多駅周辺が浸⽔する災害があったため、福岡県は国の河川激甚災害対策特別緊急事業の認定を
受けて5年計画の河川改修事業を実施していた。しかしながら、河川改修事業の最終年度にあたる平成15年
に再度、記録的豪⾬に⾒舞われ博多駅周辺が浸⽔し、被害総額約2,900億円の未曾有の⽔害が発⽣した。

本事業は れら 課題を受け 事業期間中 も最⼤限 対策効果が発現す 事業⼿法 導⼊を基本⽅針と本事業はこれらの課題を受け、事業期間中でも最⼤限の対策効果が発現する事業⼿法の導⼊を基本⽅針と
し、河川10.5㎞を対象に５年の短期間で実施された河川改修事業である。

出典 安全 安⼼ き 御笠川 成 年 ⽉ 福 県出典：安全で安⼼できる御笠川へ 平成20年5⽉ 福岡県



【詳細】事業概要（2/2）

御笠川の激特事業の具体的対策事業内容は下図のとおり掘削⼯、護岸⼯、堰・橋梁改修⼯であり、図
⾯左側 河⼝側 福岡⼟⽊管内 は掘削 が主体的 あり 那珂⼟⽊管内 は掘削 に加え 護岸 が⾯左側の河⼝側の福岡⼟⽊管内では掘削⼯が主体的であり、那珂⼟⽊管内では掘削⼯に加えて護岸⼯が
全川的に実施された。

出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表 河川流下能⼒に いては10 5k 中 約河川流下能⼒に いては10 5k 中 約 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• 事業の途中段階においても効率的に治⽔効
果が発現（機能向上）していく事業の進め
⽅が必要

• 事業の途中段階においても効率的に治⽔効
果が発現（機能向上）していく事業の進め
⽅が必要

• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
の作成と逐次⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能
⼒計算の準備を実施

• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
の作成と逐次⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能
⼒計算の準備を実施

• 河川流下能⼒については10.5km中、約
6km区間において当初予定より1年早く
計画流下能⼒の効果を発現

• 河川流下能⼒については10.5km中、約
6km区間において当初予定より1年早く
計画流下能⼒の効果を発現

 品質

コストオ バ ランの防⽌に向けた⼯事のコストオ バ ランの防⽌に向けた⼯事の
• 通常の⼯事⽅法の概念から転換し、短期間で施⼯

実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
• 通常の⼯事⽅法の概念から転換し、短期間で施⼯

実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法 • 当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の• 当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の コスト
• コストオーバーランの防⽌に向けた⼯事の

効率化と問題の早期解決によるコストの削
減が必要

• コストオーバーランの防⽌に向けた⼯事の
効率化と問題の早期解決によるコストの削
減が必要

実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
を提案

• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案

実施できる（仮設⼯の不要となる）効率的な⼯法
を提案

• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案

当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の
回数削減と⼟捨て場の処理費⽤を効率化
したことによって約70億円の削減効果
が発現

当初計画498億円に対し、主に仮設⼯の
回数削減と⼟捨て場の処理費⽤を効率化
したことによって約70億円の削減効果
が発現

• WBSによる問題発⽣時の処理時間の短• WBSによる問題発⽣時の処理時間の短 スケジュール 上下流ネットワ ク⼯程に基づき諸問題の早急 WBSによる問題発⽣時の処理時間の短
縮、⼯事着⼿後に発⽣する⽤地問題など
による⼯程遅延を上下流ネットワーク⼯
程と流下能⼒シミュレーション結果に
よって適切に⼯程管理し、当初に予定し
た⼯期内で河川流下能⼒向上に係わる⼯
事が完了

WBSによる問題発⽣時の処理時間の短
縮、⼯事着⼿後に発⽣する⽤地問題など
による⼯程遅延を上下流ネットワーク⼯
程と流下能⼒シミュレーション結果に
よって適切に⼯程管理し、当初に予定し
た⼯期内で河川流下能⼒向上に係わる⼯
事が完了

 スケジュ ル
• 通常事業に⽐べて単年度事業費が数倍から

数⼗倍に達する事業であるため、関係者が
多く、事業が複雑であるが、⼈員体制に限
りがある中で5年の⼯程順守と諸問題への
早急な対応が必須

• 上下流ネットワーク⼯程に基づき諸問題の早急
な発⾒、情報収集体制の構築と対策への事前準
備を実施

• 「WBS（作業分解図）」を⽤いて各⼯事の問題
発⽣点の迅速な抽出、役割分担先の提⽰と状況
を把握 事が完了事が完了

• ⼯事進捗とともに定量的な発現効果を図解でわか
りやすいものとした

• ⼯事進捗とともに定量的な発現効果を図解でわか
りやすいものとした

 その他

• 住⺠説明をはじめ、対外的説明が充実• 住⺠説明をはじめ、対外的説明が充実
• 住⺠に直接的な被害を及ぼす⽔害に対する

治⽔⼒向上のための事業であることから、
住⺠から事業進捗や現時点の発現効果など住⺠から事業進捗や現時点の発現効果など
情報提供を⾏う必要

〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１ 検討段階

【詳細】契約概要
１．検討段階
• 平成11年に発⽣当時の洪⽔被害後の激特事業における⼯程遅延や平成15年に発⽣したさらに甚⼤な⽔害を踏まえて、本激特事業は⼯期厳守が必須。
• 御笠川激特事業の主担当が⼯程のマネジメント⽅法について⽶国の⽂献などを調査。PM⽅式の適⽤可能性を河川課内部で検討。
• 事業規模、充当される体制を勘案し、従来型の事業実施⽅法では⼯程の順守に懸念が残ることからPM⽅式（CM⽅式）の必要性、効果を説明し、庁内の承認を取得。
２．選定審査段階
• 河川計画、治⽔計画、 流下能⼒計算の実績を条件にした指名競争⼊札によってCMRを選定。
３ 積算 契約段階

CM⽅式活⽤ステージ
３．積算・契約段階
• 発注者側で業務内容の仕様書を作成し、複数社に⾒積り依頼。
• CM⽅式は福岡県の実施する業務での採⽤が初めてであったことから、具体的な作業内容を⾒積り依頼先に個別に

対⾯で質疑応答する機会を設けて業務内容の理解促進に努めた。

事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・契約期間：平成16年度から平成19年度



補⾜：品質に関するマネジメント（流下能⼒の評価による品質管理）1/2
施⼯中の⼯程変更の影響については、治⽔効果の早期発現と上下流の流下能⼒の逆転防⽌の基本⽅針

に基づき 下図のような流下能⼒と対象⽔位の関係から評価した 当初に計算プログラムと評価フォーに基づき、下図のような流下能⼒と対象⽔位の関係から評価した。当初に計算プログラムと評価フォー
マットを決めておくことで⼯事中の即断が要求される状況でも遅延なく⼯程変更に対応することができ
た。

図1 流下能⼒の計算結果フォーマット

出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



補⾜：品質に関するマネジメント（流下能⼒の評価による品質管理）2/2

全体の事業期間は5年であり、事業継続中も早期効果発現を基本とした品質に基づいた⼯程表を計画した。全体の事業期間は5年であり、事業継続中も早期効果発現を基本とした品質に基づいた⼯程表を計画した。
常に効果の早期発現を念頭に置きながら、下図のような考え⽅と計算⽅法に基づいて実施した。その結

果、40百万円のCM費⽤に対し、治⽔効果は508百万円と12.7倍の費⽤便益の効果が得られた。

図3 御笠川CMによる治⽔効果の算定概念図

表1 御笠川CMによる費⽤対効果

図2 御笠川CMの効果の概念図

出典：河川激特事業におけるPM⼿法を⽤いた⼯程管理の効果に関する⼀考察 平成20年9⽉ ⼟⽊学会



補⾜：スケジュールに関するマネジメント 1/5（⼯程管理の基本⽅針）
⼯程管理は当初計画の「⼯程の遵守」「治⽔効果の早期発現」の2つの視点で実施。
事業開始後に 程 変更を⾏わなければならな 事象が発⽣した場合 対応を予め決め おく と事業開始後に⼯程の変更を⾏わなければならない事象が発⽣した場合の対応を予め決めておくことで

不要な検討時間の排除による即断が可能となった。

図4 ⼯程管理の基本⽅針

図5 当初計画からの変更要因を記録（今後の事業に活⽤）

出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



補⾜：スケジュールに関するマネジメント 2/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
①）

延⻑10.5kmに及ぶ河川改修事業を5年で完成させるために⼯区を細分化し、数多くの設計者、施⼯
者が集中的に関わる事業であるため、各担い⼿の作業の役割分担とその関係をWBS（作業分解図）に
よって⾏い、どの⼯区を誰がいつ実施するのかを⽉別⼯程として⾒える化し、⼯区ごとの実施計画を隣
接⼯区との関係、遅延した場合の影響範囲を共有しやすいビジュアル情報として整理した。

出
水
期

出
水
期

出
水
期期 期 期

図6 対象事業のWBSによる構造化 図7 全川⼯区別の⽉別⼯程表の⾒える化

出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



補⾜：スケジュールに関するマネジメント 3/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
②）

⼯程に関する各担い⼿の作業と進捗状況を河川計画平⾯図にビジュアル的に⽰すことで、俯瞰的な⼯
程管理と関係者間の情報共有をしやすいものとした。

図8 管理図による⼯区割と実施年次の⾒える化
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



補⾜：スケジュールに関するマネジメント 4/5 （WBSと管理図⾯による⾒える化
③）

各担い⼿ベースの⼯程管理の他、流下能⼒の視点から管理するためのツールとして、事業区間全域の
管理図で⼯程を管理した。

図9 管理図による実施状況の⾒える化
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県



⽤地取得条件、周辺対応の諸問題により⽇々発⽣する⼯程の遅延に対するリスク分析をし、流下能⼒

補⾜：スケジュールに関するマネジメント 5/5 （細部の⼯程調整による管理）

の再計算とWBS （作業分解図）を⽤いて作成した⼯程表により他⼯区の⼯事進捗状況との調整を逐次
確認して実施した。

リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒

⇒H15相当流量を⽬標推移で流下
（完成断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）

(2)改築の完了時期
⇒H19年度末（事業期間内に完成）

(3)想定されるリスク
同時施⼯実施からの不測の事態

上部工設置まで
のリース料が余
計に掛かる

・同時施⼯実施からの不測の事態
⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。

・H18年5⽉以前に仮堰設置
⇒上部⼯設置までのリース料⾦が余計に掛かる。

リスク分析結果

排出水期（10月~翌5月）の8ヶ月間、連続して同時
施工・近接施工が行われる。

このため、過密作業、工程管理の煩雑化、安全管
理の煩雑化、等が要因となって事故発生、工程の
遅れなどの不測の事態が懸念される。

リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒

⇒H15相当流量を⽬標推移で流下（完成断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）
(2)改築の完了時期

⇒H20年度末（事業期間を1年オーバーして完成）
(3)想定されるリスク

・同時施⼯実施からの不測の事態
⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。
H20年度施⼯が⽣じる⇒十分な公絵地管理・安全管理が必要 ・H20年度施⼯が⽣じる
⇒事故が⽣じた場合、繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される。

・H20出⽔期までに護岸が未完
⇒⼀部の仮設法覆⼯分の⼯事費が余計に掛かる。

リスク分析結果
(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒

仮矢板の設置・
撤去費が余計に

掛かる

(1)H19年度末（H20出⽔期前）の河道流下能⼒
⇒H15相当流量を⽬標推移で流下（暫定断⾯にて激特治⽔⽬標を達成）

(2)改築の完了時期
⇒H20年度末（事業期間を1年オーバーして完成）

(3)想定されるリスク
・同時施⼯実施からの不測の事態

⇒事故発⽣、⼯程遅れなどが懸念される。
・H20年度施⼯が⽣じる

⇒事故が⽣じた場合 繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される

図10 ⼯程変更への対応
出典：御笠川PM報告書 平成20年5⽉ 福岡県

⇒事故が⽣じた場合、繰越⾦で⼯事を完了できないことが懸念される。
・H20出⽔期を迎えるにあたり仮の⽮板護岸が必要

⇒護岸⼯において⼿戻りが⼤きく、また⼯事費も余計に掛かる。



補⾜：CM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

CMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス

を求めた
CMRにアドバイス

を求めた
CMRに委託した

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出 ○
外部 連会議 席 近隣折衝 実施外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥ ⼯事段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）

CMRによる ⼯事費の管理 ○
⽀援（協働） 設計変更への対応

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

⽀援（協働） 設計変更への対応
設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席
許認可事項の検討 外部関連会議への出席
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（             ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ○
概算⼯事費の検討 ○

を求めた

概算⼯事費の検討 ○
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合

CMRによる
⽀援（協働）

設計スケジュ ルの管理 ○ ⑦ 維持管理段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた
設計スケジュールの管理 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 ○ 維持管理業者の選定
近隣折衝の実施 維持管理業者との契約

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 ○ 竣⼯検査、引渡し
内部会議への出席 内部会議への出席
外部関連会議への出席 外部関連会議への出席
その他（ ⼯程変更時流下能⼒計算 ） ○ その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（矢部川災害復旧助成事業）

事業概要

観測史上最⼤の時間⾬量に起因する平成24年の⽮部川⽔系 事業名 ⽮部川災害復旧助成事業
事業主体：福岡県

観測史上最⼤の時間⾬量に起因する平成24年の⽮部川⽔系
における浸⽔被害を受けて、施⼯場所が主として⼭間部に
位置していることによる制約の下、河川施設の復旧と堤防
の嵩上げなどによる改良を、国の河川改良復旧事業の認定
を受けて5年間の計画で実施している河川改良事業

事業区分 河川改修事業
事業規模（事業費） 約119億円

発注⽅式 設計施⼯分離⽅式

事業規模
（延⻑等）

事業延⻑ 35.9km（⽮部川、星野川、笠原川）
築堤、河道拡幅、河床掘削、橋梁架替11橋、
堰改築2基

【⼤規模・複数⼯事での潜在的リスクの抽出】 関係職員を対象にリスク抽出のためのワークショップ

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

◎コスト変動要因の⼤きい改修⼯事における適切な設計監理によるコストの縮減
〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉

発注者【⼤規模・複数⼯事での潜在的リスクの抽出】
⼤規模かつ緊急的な災害対応では、事業量に対
するマンパワーが⼗分には確保されないこと、
経験がない従事者も多数含まれることから円滑
な事業進捗に向けた事業中に対応すべきリスク
の予⾒と、対応の準備が必要

関係職員を対象にリスク抽出のためのワ クショップ
を事前に開催し、現場でのリスクが確実に抽出できる
体制を確⽴
関係者間での事業リスクの共有化と対応の実施のため、
重要なリスクについては⼯程リスク管理ツールを活⽤
し、円滑な事業進捗が実現

発注者
各種情報、協議、報告
専⾨的技術対応
VE提案

VE提案
検討結果報告
各種調整 CMR

設計者設計者 ・・・ 設計者

【施⼯条件変更によるコスト増の抑制】
災害対応能⼒向上に向けた改良事業は、3か⽉間
という短期間で概算費⽤算出および事業化が必要
なため、施⼯段階ではじめて把握できる詳細条件
による事業費の増加へのコスト抑制対応が必要

改良事業は流下能⼒の向上が⽬的であることから、当
初の⼯事計画を踏襲するだけでなく、複数の⼯区、発
注先に跨る区間を対象として必要な流下能⼒を確保す
る最適⽅策を再検討
⼀定の対象区間内で総合的に再検討する中でVE提案お
よびコスト縮減提案することで 現時点では所定の事 施⼯者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･

施⼯者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･

施⼯者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者

･･･

・・・

 業務実施体制への取組【厳しい施⼯条件下での⼯程遅延の回避】
⼭間地域での事業、個別⼯事ごとに施⼯者が異
なることから⼟砂搬出⾞両と隣接する橋梁⼯事
や護岸 事など 事⾞両が輻輳す など 効

• 災害対応の⼀時的な体制補完としてCMRを活⽤。
• CMRは発注者の⽀援の位置づけで業務を実施。
• 発注者は、事前の⼯事リスク抽出に基づいた⽀援メ

よびコスト縮減提案することで、現時点では所定の事
業費で実施中

⼯事内容を⼯事⼯区単位に分割し、上下流ネットワー
ク⼯事⼯程表（基準⼯程表）のほか、特定の区間では
詳細⼯程を作成することで、細部におよぶ事前検討が
実現

：契約関係 ：情報の流れ

施⼯者 施⼯者
A工区

施⼯者
B工区 Z工区・・・

や護岸⼯事などの⼯事⾞両が輻輳するなど、効
率的に⼯事を進めるための全体調整が必要

ニューをCMRに提⽰。
• CMRは、個別分割発注では対応できない事業全体の

設計段階の⼯事間調整を含めた施⼯計画、分割⼯区
を超えたVE提案の⽀援を実施。

実現
クリティカルパスへの影響度を⽇単位で分析した関係
機関協議の⼯程管理を⾏い、具体的で詳細な⼯事間調
整を実現

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

CM業務契約⽅式
・発注⽅式：指名競争⼊札
・CMR：㈱ニュージェック
・契約⾦額：約28,000千円

• CMRに業務発注すれば効果が出るものではなく、どの部分にCMRを活⽤する必要があ
るかを明確にした上で協働することが重要。

• 災害対策は緊急的にかつ細分化した⼯事を多数実施するものであるため、情報共有の不
⾜によって⼯事遅延が連鎖しやすい。このため、事業を俯瞰的にかつ情報を共有できる
体制を整えるという点でCMRの活⽤は効果的。

• 災害事業は通常業務に付加して発⽣することから必要な能⼒の⼈材を⼀時的に補強する
場合には効果的。

CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・契約期間：平成27年8⽉から平成28年3⽉まで



【詳細】事業概要
平成24年7⽉に観測史上最⼤の時間91.5ミリを記録した短時間の猛烈な九州北部豪⾬により、⽮部川の流

域では浸⽔被害や護岸 橋梁 堰などの公共⼟⽊施設の被害 家屋や耕作地などの流出 ⼭間地域では地す域では浸⽔被害や護岸、橋梁・堰などの公共⼟⽊施設の被害、家屋や耕作地などの流出、⼭間地域では地す
べり被害も発⽣した。
本事業は今後の災害の軽減、防⽌を図ることを⽬的に国の河川改良復旧事業の認定を受けて実施された河

川改修事業であり、施⼯場所が主として⼭間部という制約の多い条件下で、被災した河川施設の復旧とあわ
せて堤防の嵩上げ 河道拡幅 河床掘削 護岸整備 橋梁 堰の改築など実施したものである また 緊急せて堤防の嵩上げ、河道拡幅、河床掘削、護岸整備、橋梁、堰の改築など実施したものである。また、緊急
的に⼤規模な事業を短期間（本事業は5年）に完了させるため、短期間の計画準備で事業費を概算する必要が
ある⼀⽅、事業費の超過にも制約がある事業である。

図1 平成24年7⽉ 九州北部豪⾬による⽮部川推計の浸⽔被害、災害箇所 図2 事業内容の概要
出典：⽮部川⽔系改良復旧事業の概要 平成25年9⽉ 福岡県



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表上下流のバランスを踏まえたネ トワ ク⼯程表 条件変更 ⼯法や⼯程の変更を流下能⼒条件変更 ⼯法や⼯程の変更を流下能⼒ 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• 所定の流下能⼒が確保できるように現地状
況に踏まえた設計の管理、上下流の状況を
踏まえた全川の管理が必要

• 設計は分割発注しているため、設計条件の
統⼀性、設計の考え⽅の統⼀性が必要

• 所定の流下能⼒が確保できるように現地状
況に踏まえた設計の管理、上下流の状況を
踏まえた全川の管理が必要

• 設計は分割発注しているため、設計条件の
統⼀性、設計の考え⽅の統⼀性が必要

• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
と⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能⼒計算ツー
ルの作成

• 全体会議において設計思想や設計条件の確認と共
有化を実施

• 上下流のバランスを踏まえたネットワーク⼯程表
と⼯事条件や⼯事進捗に応じた流下能⼒計算ツー
ルの作成

• 全体会議において設計思想や設計条件の確認と共
有化を実施

• 条件変更、⼯法や⼯程の変更を流下能⼒
から⼀元的にチェックすることで全川の
流下能⼒を評価

• 多数の設計において設計思想および設計
条件の統⼀化が実現

• 条件変更、⼯法や⼯程の変更を流下能⼒
から⼀元的にチェックすることで全川の
流下能⼒を評価

• 多数の設計において設計思想および設計
条件の統⼀化が実現

 品質

• コストオーバーランの防⽌に向けて、複数
の⼯区で発⽣するコストに関する⼯事変更
や遅延によるコスト増リスクを把握し、⼯
事内容の変更（VE）などによるコスト縮減

• コストオーバーランの防⽌に向けて、複数
の⼯区で発⽣するコストに関する⼯事変更
や遅延によるコスト増リスクを把握し、⼯
事内容の変更（VE）などによるコスト縮減

• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案

• 本体事業だけでなく、附帯的事業（発⽣⼟の処理
など）にも⽬を向けてコスト縮減策を提案

• 必要な流下能⼒を確保しつつ、附帯的事
業を含めた全⼯事を当初予算内で実施中

• 必要な流下能⼒を確保しつつ、附帯的事
業を含めた全⼯事を当初予算内で実施中

 コスト

を図ることが必要を図ることが必要

• 多数の職員がそれぞれ考える⼯程遅延リ
スクを全員で共有することで全⼯区にお
いてその発⽣が考えられる場合の事前対
応

• 多数の職員がそれぞれ考える⼯程遅延リ
スクを全員で共有することで全⼯区にお
いてその発⽣が考えられる場合の事前対
応

 スケジュール
• 対象区間35kmにわたる改良復旧⼯事であり、
通常事業に⽐べて単年度事業費が数倍から数
⼗倍に達する事業であり その分関係者が多

• 全⼯区について⼯程に影響を及ぼすと想定される
リスクが、顕在化した場合の「想定遅延期間」と
「遅延する確率」を整理
リスク内容とリスクの検討担当者（または依頼 応を漏れなく抽出

• 現時点で、設計・⼯事は順調に進捗
応を漏れなく抽出

• 現時点で、設計・⼯事は順調に進捗

• 関係全職員で事業リスクに関するワークショップ
を2回（1回あたり2~3.5時間）を実施
リスク抽出 フ トを提供し 各職員 リ

• 関係全職員で事業リスクに関するワークショップ
を2回（1回あたり2~3.5時間）を実施
リスク抽出 フ トを提供し 各職員 リ

 その他 • リスクの特定が可能になったとともに、
そのリスクに対する検討担当者（または
依頼先）を設定する とにより 早期

• リスクの特定が可能になったとともに、
そのリスクに対する検討担当者（または
依頼先）を設定する とにより 早期

⼗倍に達する事業であり、その分関係者が多
く、事業が複雑であるが、5年間と決めた⼯
程の順守が必須

• リスク内容とリスクの検討担当者（または依頼
先）を⼀覧にした「⼯程リスク管理ツール」で情
報を共有化

• リスクの早期発⾒と予防処置を⾏わない限
• リスク抽出のフォーマットを提供して各職員のリ
スクに関する経験や知⾒を共有化する仕組みを提
供

• リスク抽出のフォーマットを提供して各職員のリ
スクに関する経験や知⾒を共有化する仕組みを提
供

依頼先）を設定することにより、早期の
予防処理が実現

• CMR等に依頼する内容が明確化

依頼先）を設定することにより、早期の
予防処理が実現

• CMR等に依頼する内容が明確化

リスクの早期発⾒と予防処置を⾏わない限
り、計画どおりの事業進捗は期待できない
ためリスクの特定が必要

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
１．検討段階
• 福岡県では過去に⽔害対策事業にCM⽅式（福岡県ではPM（プロジェクトマネジメント）⽅式と称されている）を導⼊した実績があることから、本事業でもCM⽅式の採
⽤を⼀時的なマンパワー、特定の専⾨技術の補充およびコスト縮減策提案を⽬的に活⽤を検討。

• ただし、本事業の組織内に過去のCM⽅式の経験者、CM⽅式を⼗分に理解した⼈材が不⾜していたため、CMRからの⽀援が必要な内容をリストアップすることから開始。
２．選定審査段階
• 河川計画、治⽔計画、流下能⼒計算の実績を条件にした指名競争⼊札によってCMRを選定。
３．積算・契約段階
• 発注者側で業務内容の仕様書を作成し、⾒積もり提出を複数のCMRに依頼、具体的な作業内容を個別に対⾯で質
疑応答する機会を設けてCMRによる業務内容の理解促進に努めた上で⼊札を実施。

CM⽅式活⽤ステージ
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・契約期間：平成27年8⽉から平成28年3⽉まで



補⾜：⼯程に関するマネジメント（⼯程リスク管理ツール）1/2
⼯程遅延に関するリスクを「⼯程リスク管理ツール」を⽤いて事前にリストアップした。

リスクの抽出だけでなく リスク対応として発注者である事務所内での要対応事項およびPMコンサルリスクの抽出だけでなく、リスク対応として発注者である事務所内での要対応事項およびPMコンサル
サルタント（＝CMR）等に依頼する対応事項を整理することで発注者とCMRの協働内容の明確化、役
割分担の明確化を図っている。

出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所



補⾜：⼯程に関するマネジメント（⼯程リスク管理ツール）2/2
⼯程リスク管理ツールで抽出した前ページの⼀覧表の他、具体的な関連⼯程表によって、その後の影

響範囲がビジ ル的に確認 き 資料 図⾯上 リ ク内容が位置的に特定 き 資料とセ トにす響範囲がビジュアル的に確認できる資料、図⾯上でリスク内容が位置的に特定できる資料とセットにす
ることで事務所職員が担当⼯区外のことでも共有化できる情報管理、緊急的な応援時にも状況が理解さ
れやすい環境が整備されている。

図4 ⼯程リスク管理ツールに含まれている図⾯

図3 ⼯程リスク管理ツールに含まれている⼯程表

出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所



補⾜：その他のマネジメント （CMRとの協働内容を抽出するワークショップ）1/2

事業⼯程に制約がある中で まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関
係職員全員を対象にしたワークショップを開催（初回）した。

出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所



補⾜：その他のマネジメント（CMRとの協働内容を抽出するワークショップ）2/2

事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関事業⼯程に制約がある中で、まずは⼯程に関するリスクの抽出を網羅的にリストアップするために関
係職員全員を対象にしたワークショップを開催（第2回）した。

出典：⽮部川河川等災害復旧助成事業 事業⼯程リスク検討⽀援業務 平成27年6⽉ 福岡県南筑後県土整備事務所



補⾜：CM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

CMRにアドバイス
を求めた

CMRに委託したCMRに委託した 契約に含まれた内容契約に含まれた内容
CMRにアドバイス

を求めた
事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出 ○
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席 ○

事業計画の作成 外部関連会議への出席 ○
基本計画の策定 その他（          ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査）

CMRによる ⼯事費の管理 ○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

⽀援（協働） 設計変更への対応
設計スケジュールの管理 ○ 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 ○ 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 ○ その他（住⺠、⼟地所有者への説明資料作成） ○
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ○

契約に含まれた内容 CMRに委託した
を求めた

概算⼯事費の検討 ○
内部会議への出席 ○
外部関連会議への出席 ○
その他（             ）
④    実施設計段階でCM契約をした場合

CMRによる
⽀援（協働）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた
設計スケジュールの管理 ○ ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合
⼯事発注⽅法・区分の確定 CMRによる
施⼯業者選定⽅式の検討 ⽀援（協働）
施⼯会社の選定 維持管理業務内容の決定
施⼯会社との契約 適切な維持管理費の算定
実施設計の内容確定 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）
概算⼯事費の算出 ○ 維持管理業者の選定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイス

を求めた

近隣折衝の実施 維持管理業者との契約
許認可事項の申請 維持管理業者の業務チェック
VE提案・決定 ○ 竣⼯検査、引渡し
内部会議への出席 ○ 内部会議への出席
外部関連会議への出席 ○ 外部関連会議への出席
その他（ ⼯程変更時流下能⼒計算 ） ○ その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（元静岡県クレー射撃場環境対策事業）

事業概要

平成17年に閉鎖した県営のクレ 射撃場 事業名 元静岡県クレー射撃場環境対策事業
事業主体：静岡県

平成17年に閉鎖した県営のクレー射撃場
内に堆積している残留鉛弾による鉛⼟壌
汚染対策を⽬的として実施した、鉛除去
不溶化及び遮⽔⼯事等環境対策事業

事業区分 環境対策事業
事業規模（事業費） 約6.2億円

発注⽅式 設計施⼯分離⽅式
事業規模

（⾯積等）
施⼯⾯積 5.23ha 鉛汚染⼟壌掘削⼯ 26,000m3

汚染⼟壌搬出量 8,780t

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉
【⼀時的な専⾨技術の発注者体制の補完】

◎経験のない特殊な⼟壌汚染対策に対する技術的補完と適切な施⼯管理

【 時的な専⾨技術の発注者体制の補完】
クレー射撃場の鉛汚染対策という、特殊かつ⼀時
的な技術⼒が必要な業務である⼀⽅、環境対策事
業ならではの適切な技術的対応が必要

施⼯段階で発⽣する多くの技術的課題への適切
な対応がなされ、必要な⼟壌汚染対策が実現

発注者

CMR

各種協議、
報告

技術監理
⼯程管理
情報管理

品質管理
出来型管理
コスト管理

定例会議への参加、定期的な現地確認や打合せ
等を実施することにより、⼯事前には予期しな
かった状況への適切な対応により⼤幅な⼯期延
⻑を回避
汚染⼟壌の対策実施状況の確認⽅法として、 3D
モデルの作成等によるビジュアルでわかりやす

【施⼯進捗の確実なモニタリング体制の確保】
発注者として経験のない環境対策事業であり、施⼯
段階で発⽣する多くの技術的課題への対策を適切に
講じながら、予定⼯程に従った着実な⼯事進捗、汚
染⼟壌の適切な処理状況の確認が必要

施⼯者

専
⾨
業

専
⾨
業

専
⾨
業

元請業者

･･･

 業務実施体制への取組
• 発注者には⼟⽊技術者は存在していたが、特殊な環境

対策事業の部分における技術的補完にCMRを活⽤

【多様な関係者間の円滑な調整】
⼯事担当部局（⼯事課）と施設所有者（教育委員
会）が異なっており、また環境部局や団体などとの

モデルの作成等によるビジュアルでわかりやす
い⽅法を導⼊し、確実な対策を実現

各種ファイルのアップロード、掲⽰板等の機能
を持つ情報共有システムを整備し、施⼯に関す
る⽂書管理、発注者への⼯事経過報告、情報の

業
者

業
者

業
者

：契約関係 ：情報の流れ

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

対策事業の部分における技術的補完にCMRを活⽤。
• 発注者側で、⼟⽊に関する出来形・コスト管理等は⾏

い、CMRは特に⼟壌汚染対策の品質⾯での確実な実施
（品質確保）を含めた⼯程管理を実施。

多くの協議が必要となる等、関係者が輻輳する事業
であり、関係者間の円滑な調整が必要

る⽂書管理、発注者への⼯事経過報告、情報の
⾏き違いによるトラブル防⽌を達成
また業務の効率化によるコストの削減も実現

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

• 本件のない過去に経験が無く、また将来も経験する⾒込みのない⼀時的で特殊な技術が
必要な案件では、CM⽅式で専⾨家の⽀援を受けることが有効。

• 情報共有システムや3Dモデルの導⼊などにより、CMRとの打合せ回数や現場訪問回数
を減らすなどの⼯夫により、CMR発注の効率化を図ることが可能。

・契約期間：平成22年3⽉から平成24年9⽉まで

・発注⽅式：公募型プロポーザル
・CMR：施⼯技術総合研究所
・契約⾦額： 46,872千円



【詳細】事業概要
本事業は平成17年3⽉に閉鎖した浜松市内のクレー射撃場の跡地に堆積している残留鉛弾による⼟壌汚染の

環境対策を⾏う事業であり 「⼟壌汚染対策法（平成⼗四年五⽉⼆⼗九⽇法律第五⼗三号）」「射撃場に係る環境対策を⾏う事業であり、「⼟壌汚染対策法（平成⼗四年五⽉⼆⼗九⽇法律第五⼗三号）」「射撃場に係る
鉛汚染調査・対策ガイドライン（平成19年3⽉）」などに基づき、県クレー射撃場環境対策委員会（平成17年
5⽉設置）がまとめた「環境対策の⼯法等への提⾔」（平成19年5⽉）に従って、静岡県が事業主体（負担割
合は県3/5、浜松市2/5）として鉛除去不溶化・遮⽔⼯事等の環境対策を⾏ったものである。

鉛対策は静岡県としてこれまで経験がなく、また今後も県内での同様の事業が発⽣ないと考えられる特殊な鉛対策は静岡県としてこれまで経験がなく、また今後も県内での同様の事業が発⽣ないと考えられる特殊な
事業であった。
【⼯事概要】
・「県クレー射撃場環境対策検討委員会」が平成19年5⽉に環境対策の⼯法等につ

いて提⾔、提⾔された⼯法による環境対策を実施することとなった。
・ 斜⾯部、平坦部及び湿地部から、健常⼟と鉛含有量及び溶出量の基準値を超過

した汚染⼟壌を掘削と、鉛弾及び調整池内等の⾼濃度汚染⼟の敷地外への搬出、
鉛含有⼟を不溶剤（⽯灰⽯）で不溶化処理後、敷地内に遮⽔・封じ込め覆⼟し
て有害物質の発⽣と漏洩を恒久的に防⽌する「鉛除去不溶化・遮⽔⼯事」

・ 平成21〜22年度に実施

⼯事対象範囲

元静岡県クレー射撃場環境対策⼯事の流れ

出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之 建設の施⼯企画2012年8⽉号



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し 鉛溶• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し 鉛溶 • 対策エリアを格⼦状の対策区画として分• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• ⼟壌汚染対策法に従い、対策必要エリアの
⼟壌を指定基準値以下に確実に低減するこ
とが必要

• ⼟壌汚染対策法に従い、対策必要エリアの
⼟壌を指定基準値以下に確実に低減するこ
とが必要

• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し、鉛溶
出量・含有量に応じて、適切な汚染⼟壌の処理⽅
法を選択し、対策状況（場外搬出、不溶化、遮⽔
封じ込め等）の品質確認⽅法を提案

• ⼟壌汚染対策法に従った事前調査を実施し、鉛溶
出量・含有量に応じて、適切な汚染⼟壌の処理⽅
法を選択し、対策状況（場外搬出、不溶化、遮⽔
封じ込め等）の品質確認⽅法を提案

• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分
割し、平⾯および深度⽅向の⼟壌汚染状
況に応じて、⼟壌汚染対策が適切な⼯法
かつ漏れなく完了

• 対策エリアを格⼦状の対策区画として分
割し、平⾯および深度⽅向の⼟壌汚染状
況に応じて、⼟壌汚染対策が適切な⼯法
かつ漏れなく完了

 品質

 コスト
発注者側が適切 対策 法を選択 き よ 現地状況 応じた適切な対策 変更提

スト

• 施⼯能⼒の低下実態に対し、汚染物質の
性質を考慮した対策 法 分類と変更を

• 施⼯能⼒の低下実態に対し、汚染物質の
性質を考慮した対策 法 分類と変更を

 スケジュール
⽉1回 定例会議 ⽉2回 現地確認 他 適宜

• 発注者として経験のない⼯事であるが、現
場で発⽣する変更コストについて妥当性評
価を⾏いながら適正に管理することが必要

• 発注者側が適切に対策⼯法を選択できるよう、
施⼯条件の変更などに対して、品質とコスト⾯
を適切に評価

• 現地状況に応じた適切な対策⼯の変更提
案により、⼤幅なコスト超過が発⽣せず
に⼯事が完了

性質を考慮した対策⼯法の分類と変更を
提案（低下した施⼯能⼒を3倍に向上させ
る策を提⽰）することで⼯程の⼤幅な遅
延を防⽌

• 結果として⼤幅な⼯期遅延を回避し、当
初予定より半年程度の遅延で完了

性質を考慮した対策⼯法の分類と変更を
提案（低下した施⼯能⼒を3倍に向上させ
る策を提⽰）することで⼯程の⼤幅な遅
延を防⽌

• 結果として⼤幅な⼯期遅延を回避し、当
初予定より半年程度の遅延で完了

• ⼟壌汚染対策であることから、安全な状態
をできるだけ早期に確保することが必要

• ⽉1回の定例会議、⽉2回の現地確認の他、適宜、
現場で発⽣する技術的課題への対応⽅針、対策に
係る打合せ協議を実施して対応案を検討

• 施⼯者の施⼯能⼒の実態と汚染⼟壌の状況、対策
量を踏まえて具体的な改善⽅法を提⽰

初予定より半年程度の遅延で完了初予定より半年程度の遅延で完了

• ⼯事エリアの３Ｄモデルを作成して、設計・施⼯
情報を付与することによる、汚染⼟壌の処理に関
する情報を⼀元管理する⽅法を導⼊

• 情報共有システムの構築など関係者間の情報共有
⽅法を提供

• ⼯事エリアの３Ｄモデルを作成して、設計・施⼯
情報を付与することによる、汚染⼟壌の処理に関
する情報を⼀元管理する⽅法を導⼊

• 情報共有システムの構築など関係者間の情報共有
⽅法を提供

 その他 • 汚染⼟壌に対する処理履歴の追跡可能性
（トレーサビリティ）を確保し汚染除去
状況を確認

• 関係者間の情報共有によるトラブルを回
避

• 汚染⼟壌に対する処理履歴の追跡可能性
（トレーサビリティ）を確保し汚染除去
状況を確認

• 関係者間の情報共有によるトラブルを回
避

• 汚染⼟壌が適切に処理、除去されていること
の確認（トレーサビリティ）

• 関係者間の情報伝達ミスによるトラブルの防
⽌ ⽅法を提供⽅法を提供 避避⽌

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉

検討段階１．検討段階
• 平成17年3⽉末の施設閉鎖後、「県クレー射撃場環境対策委員会」が平成19年5⽉にまとめた「環境対策の⼯法等についての提⾔」に従って、環境対策を実施すること

とした。CM⽅式については、沼津⼟⽊（橋梁係）で採⽤実績があり、当時の⽀局⻑が情報を所有。
• 国内でも前例のない環境対策事業であったことに加えて、確実に汚染源である鉛を除去する必要があったため、施⼯監理⽀援業務を委託することを決定。

CM⽅式活⽤ステージ
２．選定審査段階
• CMの選定前に14社（設計を実施した業者と⼯事請負業者は除外）に⾒積依頼をし6社から⾒積提出があった。

その後 公募型簡易プ ポ ザル⽅式 選定を試みたが 結果的に施⼯技術総合研究所１社のみの応募
事業計
画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

• その後、公募型簡易プロポーザル⽅式で選定を試みたが、結果的に施⼯技術総合研究所１社のみの応募。
３．積算及び契約段階
• 積算⽅法は、CMRから提出された⼈⼯数を元に直接⼈件費を計算、諸経費を加えて決定。
• CM契約は、当初は平成22年3⽉30⽇から平成24年3⽉15⽇までを予定していたが、⼯期の延⻑に伴い、契約期間

を延⻑、それに伴い契約⾦額の変更を実施。 ・期間：平成22年3⽉から平成24年9⽉まで



補⾜：本事例における⼯事エリアの３Ｄモデル

出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之 建設の施⼯企画2012年8⽉号



補⾜：本事例におけるCMRへの業務委託の⽬的及び具体的な⽀援内容
【公募の際配布された業務説明書に記載されたCM業務目的】 【具体的な技術支援の例】

出典）公募型簡易プロポーザル⽅式に係る⼿続き開始の公告（平成22年2⽉26⽇）
「平成21年度元クレー射撃場環境対策事業⼯事に伴う施⼯監理技術⽀援

業務委託」

出典）環境対策⼯事におけるCM 横澤 圭⼀郎・藤⽥ ⼀宏・鈴⽊ 健之
建設の施⼯企画2012年8⽉号



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイ
スを求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定
内部会議への出席 概算⼯事費の算出

スを求めた スを求めた

内部会議への出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定
⽀援（協働） 内部会議への出席

事業計画の作成 外部関連会議への出席
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた

設計与条件の設定
設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査） ○

CMRによる ⼯事費の管理 ○CMRにアドバイ

CMRにアドバイ
スを求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRによる ⼯事費の管理 ○
⽀援（協働） 設計変更への対応 ○

設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し ○
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 その他（                               ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた

基本設計の内容確定 ⑦ 維持管理段階 契約 場合
概算⼯事費の検討 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 維持管理業務内容の決定
その他（             ） 適切な維持管理費の算定
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）

CMRによる 維持管理業者の選定
⽀援（協働） 維持管理業者との契約

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた
設計スケジュールの管理 維持管理業者の業務チェック
⼯事発注⽅法・区分の確定 竣⼯検査、引渡し
施⼯業者選定⽅式の検討 内部会議への出席
施⼯会社の選定 外部関連会議への出席
施⼯会社との契約 その他（             ）
実施設計の内容確定
概算⼯事費の算出
近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（             ）



ＣＭ方式の活用事例（安永川トンネル新設事業（水源工区））

事業概要

豊⽥市の中⼼市街地の浸⽔被害解消を⽬的に 市 事業名 安永川トンネル新設事業（⽔源⼯区）
事業主体：愛知県豊⽥市

豊⽥市の中⼼市街地の浸⽔被害解消を⽬的に、市
内を流れる⼀級河川安永川を対象に実施した全⻑
約2㎞の⽔路トンネル建設事業のうち、⼟被りが
薄くかつ上部が宅地、病院が⽴地するという特殊
条件区間の約250mの⽔路トンネル建設事業

事業区分 ⽔路トンネル事業

事業規模（事業費） 約18億円
発注⽅式 設計施⼯分離⽅式
事業規模

（延⻑等）
全⻑約2㎞の⽔路トンネルの内、約250m区間
（⽔源⼯区）

CM導⼊の⽬的・⽀援内容

〈事業の抱える課題〉 〈CM導⼊の成果〉 〈業務実施体制〉

（ ） （ ）

◎不測の事態が懸念されるトンネル⼯事における適切な技術的対応とコスト評価

【特殊技術評価を含めた施⼯者の選定】
トンネルは地下に建設する線上構造物であり、
不均質な地盤の性状を設計段階で正確に調査
把握することは困難であり、施⼯段階で地盤
状況に応じた適切な⼯法の判断が必要

施⼯各社の持つ特殊技術をCMRが施⼯者選定段階
で評価し、施⼯段階で適切な⼯法をCMRと共に判
断し、実施できる能⼒を有した施⼯者を選定

施⼯者

発注者

CMR設計者

VE提案・検討結果報告、
品質報告、各種調整

各種協議、
報告

協議
調整
指⽰

【追加⼯法の専⾨的評価によるコスト抑制】
施⼯者による過度に安全側の補強⼯事などの
提案により、必要以上にコストが増加する懸
念への対応

現地での地盤状況の変化に対し、施⼯者による追
加⼯事提案を精査し、地盤改良の注⼊材の量、
ロックボルトの数等を⾒直すことにより、安全性
を適切に確保した上で、適正なコストで施⼯

施⼯者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

専
⾨
業
者

元請業者
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契約関係 情報の流れ

 業務実施体制への取組

【⼯区内住⺠・病院などへの細かな配慮】
10m程度の⼟被りの上に、⺠家や精密機械な
どを有する病院が⽴地している市街地内での

トンネル・ボーリング・マシーンによるコアトン
ネルの掘削と、コアトンネルを拡幅する⼯事の2段
階の⼯法をCMRの提案により採⽤することで、ト

• 発注者に河川関係技術者は多数いたが、特殊技術が
必要な⽔路トンネル⼯事であったため専⾨技術の補
完としてCMRを活⽤。

• トンネル⼯事の特性上、設計段階だけでなく施⼯段
階での技術的⽀援を⽬的にCMRを継続的に活⽤

：契約関係 ：情報の流れ

契約概要 CM⽅式活⽤のポイント（発注者の声）

⼯事であり、⽣活や業務への配慮が必要 ンネル上部の⺠家や病院への振動などの影響を最
⼩限に抑制

階での技術的⽀援を⽬的にCMRを継続的に活⽤。
• トンネル⼯事の技術的蓄積を⽬的として、⺠間企業

においてトンネル施⼯の経験がある職員を配置する
など体制の強化を実施。

CM⽅式活⽤ステージCM業務契約⽅式
事業
計画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

・発注⽅式：随意契約
・CMR：施⼯技術総合研究所
・契約⾦額： 約20,000千円 ・期間：平成20年11⽉から平成23年2⽉

・難易度の⾼いトンネル⼯事のような特殊技術が必要な案件では、技術に精通した専⾨家
の⽀援を受けることが必要。

・同⼀の専⾨会社に、計画から設計段階は技術検討委員会の事務局の⽴場として、実施設
計最終段階からはCMRの⽴場として、⼀貫して⽀援を受けたことが効果的であった。

・計画段階からのCM⽅式による、同⼀専⾨家の⽀援が有効。



【詳細】事業概要
平成12年「東海豪⾬」災害を受けて、約4万⼈が居住する⼀級河川安永川流域（約10k㎡）の浸⽔被害解消

を⽬的に 平成14年に河川法の⼿続きにより 市が事業主体となり安永川に全⻑約２㎞の⽔路トンネルを新設を⽬的に、平成14年に河川法の⼿続きにより、市が事業主体となり安永川に全⻑約２㎞の⽔路トンネルを新設
して排⽔能⼒を向上させる事業。このうち本事業の対象である⽔源⼯区（約250m）は、接続する河床⾼の制
約条件から⼟被りが薄くかつ上部は宅地等に利⽤されていることからトンネル⼯事として特殊⼯法が必要とさ
れる難易度が⾼い⼯事であった。

事業の全体概要

トンネル掘削の⼿順 トンネル覆⼯コンクリート施⼯⼿順

出典） 「都市基盤河川改修事業」⼀級河川安永川 パンフレット

出典）⼀級河川安永川改修事業 豊⽥市ホームページ



【分類】CM業務導⼊の⽬的（課題）・成果

 品質
⽬標・課題 CMRの役割 成 果

• 現場での特殊事情に適切に対応したト
• 困難なトンネル⼯事のリスクの把握、対処⽅法の提

案
• 住⺠の⽣活や病院運営への影響を与えない⼯事⽅法

の提案（実際の折衝は発注者が実施）

• 困難なトンネル⼯事のリスクの把握、対処⽅法の提
案

• 住⺠の⽣活や病院運営への影響を与えない⼯事⽅法
の提案（実際の折衝は発注者が実施）

 品質
• 特殊な技術でのトンネル⼯事における品質

の確保
• ⼯事区間の上部に⽴地する⺠家や病院に対

し、不等沈下や振動による影響を配慮する
必要性

• 現場での特殊事情に適切に対応したト
ンネルが完成

• トンネルボーリングマシーンによるコ
アトンネルの掘削と、コアトンネルを
拡幅する⼯事の2段階⼯法により、トン
ネル上部の⺠家や病院への振動などの
影響を最⼩限に抑制

• トンネル施⼯時にはじめて把握できる岩盤の
状況などに応じた設計段階とは異なる⼯法の
採⽤などによるコストアップの危険性

• トンネル施⼯時にはじめて把握できる岩盤の
状況などに応じた設計段階とは異なる⼯法の
採⽤などによるコストアップの危険性

• 施⼯時に硬岩帯が出現した場合に、施⼯者から提案
される施⼯⽅法をチ ックし 品質を確保しながら

• 施⼯時に硬岩帯が出現した場合に、施⼯者から提案
される施⼯⽅法をチ ックし 品質を確保しながら

• 現地条件を精査し、深層混合処理⼯法か
ら浅層混合処理⼯法への変更により
1,200万円の縮減

• 硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補

• 現地条件を精査し、深層混合処理⼯法か
ら浅層混合処理⼯法への変更により
1,200万円の縮減

• 硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補

 コスト

影響を最⼩限に抑制

採⽤などによるコストアップの危険性採⽤などによるコストアップの危険性 される施⼯⽅法をチェックし、品質を確保しながら、
必要最⼩限のコストアップで抑えるための⼯夫を導
⼊

される施⼯⽅法をチェックし、品質を確保しながら、
必要最⼩限のコストアップで抑えるための⼯夫を導
⼊

硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補
強⼯の簡素化策の採⽤により800万円の
縮減など

• 全体で2,650万円程度のコスト縮減が図
られ、CM業務発注費⽤を上回るコスト縮
減効果が発現

硬岩出現による掘削費⽤増加に対し、補
強⼯の簡素化策の採⽤により800万円の
縮減など

• 全体で2,650万円程度のコスト縮減が図
られ、CM業務発注費⽤を上回るコスト縮
減効果が発現

 スケジュール
• 想定外の硬岩出現などによる⼯期の遅れへ

の懸念

• 硬岩に対する施⼯⽅法をCMRが過去の経験、トン
ネルの⾼度な施⼯技術検討を実施し、施⼯者を交
えて協議しながら、早期に施⼯⽅法の⾒直し案を
作成

• 最⼩限の⼯期延⻑、かつ無事故で完成

【詳細】契約概要
〈CM⽅式導⼊プロセス〉
1．検討段階
• 基本計画・基本設計段階で「⼀級河川安永川トンネル施⼯技術検討委員会」を設け、特殊なトンネル技術を持つ専⾨会社に事務局を委託していた。基本計画 基本設計段階で「 級河川安永川トンネル施⼯技術検討委員会」を設け、特殊なトンネル技術を持つ専⾨会社に事務局を委託していた。
• 当時の副市⻑が「CM⽅式」を積極的に推進（本事業と同時に、国交省の「CM⽅式モデルプロジェクト」に選定された「こまどり公園⾬⽔調整池」事業もCM⽅式で実

施）。
２．選定審査段階
• 技術検討委員会の事務局として活動してきた実績と、全国各地の市街地での⾼度な技術⼒を必要とするトンネル⼯事で技術⽀援を⾏っており、施⼯⽅法を熟知している

こと等を評価した結果、随意契約にてCMRを選定。
CM⽅式活⽤ステージ３．積算及び契約段階

事業計
画

基本
設計

実施
設計 施⼯ 管理

３．積算及び契約段階
• 積算⽅法は、特記仕様書の業務内容に沿って技術者単価を想定⼈⼯で積上げ、直接経費と間接費を加えた⾦額で

あり、実質的には、⽉平均2回の「現地調査」（現地での協議）に参加する技術者3〜4⼈の⼈⼯（毎⽉の⼯数×
⽉数）の⾦額。

• 契約期間は、施⼯者の発注⽀援段階から施⼯終了までの3年間（平成20年11⽉から平成23年2⽉末まで）。 ・期間：平成20年11⽉から平成23年2⽉



補⾜：本事例における⼯事概要

出典）⼀級河川安永川改修事業 豊⽥市ホームページ



補⾜：本事例における特徴とCM⽅式導⼊の⽬的

出典）豊⽥市におけるCM事例 豊⽥市建設部河川課



補⾜：本事例におけるCM⽅式の実施内容とCM⽅式の効果
CM方式の実施内容 CM方式の効果

出典）豊⽥市におけるCM事例 豊⽥市建設部河川課 出典）「⼀級河川安永川トンネル新設⼯事(⽔源⼯区)におけるCM ⽅式の活⽤」
（施⼯技術総合研究所 安井成豊 豊⽥市役所 須藤友章）



補⾜：本事例におけるCM業務の役割分担表
①    基本構想段階でCM契約をした場合 ⑤    ⼯事発注段階でCM契約をした場合

CMRによる CMRによる
⽀援（協働） ⽀援（協働）

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイ
スを求めた⽀援（協働） ⽀援（協働）

事業⽬的の設定 設計スケジュールの管理
⽴地・敷地（⽤地）の選定 ⼯事発注⽅法・区分の確定
施設計画の概要（必要機能、規模等）の概要 施⼯業者選定⽅式の検討
概算事業費の試算 施⼯会社の選定 ○
ラフな事業スケジュールの設定 施⼯会社との契約
その他（             ） 実施設計の内容確定 ○
内部会議への出席 概算⼯事費の算出

スを求めた スを求めた

内部会議 の出席 概算⼯事費の算出
外部関連会議への出席 近隣折衝の実施
②    基本計画段階でCM契約をした場合 許認可事項の申請

CMRによる VE提案・決定 ○
⽀援（協働） 内部会議への出席 ○

事業計画の作成 外部関連会議への出席 ○
基本計画の策定 その他（             ）
設計与条件の設定

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた

設計者の選定 ⑥    ⼯事段階でCM契約をした場合
設計者との契約 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 ⼯事スケジュールの管理 ○
その他（             ） ⼯事実施の管理 ○
③    基本設計段階でCM契約をした場合 発注者が実施する検査業務（監理業務の検査） ○

CMRによる ⼯事費の管理
契約に含まれた内容 CMRに委託した

CMRにアドバイ

CMRにアドバイ
スを求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した

⽀援（協働） 設計変更への対応 ○
設計スケジュールの管理 竣⼯検査、引渡し
設計⽅針、設計与条件の設定 内部会議への出席 ○
許認可事項の検討 外部関連会議への出席 ○
⼯事スケジュールの検討 その他（                                ）
⼯事発注⽅法、区分の検討
基本設計の内容確定 ⑦    維持管理段階でCM契約をした場合

契約に含まれた内容 CMRに委託した
スを求めた

概算⼯事費の検討 CMRによる
内部会議への出席 ⽀援（協働）
外部関連会議への出席 維持管理業務内容の決定
その他（             ） 適切な維持管理費の算定
④    実施設計段階でCM契約をした場合 維持管理業者の選定（発注者⾃⾝対応を含む）

CMRによる 維持管理業者の選定
⽀援（協働） 維持管理業者との契約

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた

契約に含まれた内容 CMRに委託した
CMRにアドバイ

スを求めた
設計スケジュールの管理 維持管理業者の業務チェック
⼯事発注⽅法・区分の確定 竣⼯検査、引渡し
施⼯業者選定⽅式の検討 内部会議への出席
施⼯会社の選定 外部関連会議への出席
施⼯会社との契約 その他（             ）
実施設計の内容確定
概算⼯事費の算出
近隣折 実施近隣折衝の実施
許認可事項の申請
VE提案・決定
内部会議への出席
外部関連会議への出席
その他（                              ）
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